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1  はじめに 

1-1  調査の背景 

(1) ホスト国の JCMに対する考え方 

日本政府は、日本の先進的な低炭素技術・インフラ及び製品の提供等を通じた海外におけ

る温室効果ガスの排出の抑制への貢献を適切に評価する新たな市場メカニズムとして二国

間クレジット制度（Joint Crediting Mechanism: JCM）の導入を推進している。 

国連気候変動条約（UNFCCC）を中心とした気候変動に関する国際交渉においては、新た

な市場メカニズムについての議論も進展しており、日本政府が提案している JCM を含む

様々なアプローチについては、実施のための枠組みについて作業計画を実行していくこと

が決定され、枠組みの機能や役割、国際的なクレジットの移動に関してダブルカウントを防

止する方法等を検討していくこととなっている。 

このような、国際制度の新規構築に関する議論が進められるにあたり、より具体的な形で、

既存の市場メカニズムの課題を克服し開発途上国における新たな排出削減と低炭素社会構

築の実現を支援し、同時に日本政府の温室効果ガス排出削減の中期目標を達成する取組の

方法手続きを示すことが急務となっている。2015 年の国連気候変動枠組条約の COP21 で採

択されたパリ協定では、 JCM を含む市場メカニズムの活用が位置づけられたところである。

日本政府としては、これまで 15 ヶ国と JCM に関する二国間文書の署名を行っている。 

インドは、2012 年のエネルギー起源二酸化炭素排出量が、19 億 5400 万 t-CO2 で、中国、

米国に次ぎ世界第 3 位（EU をカウントすれば世界第 4 位）である。この排出量は世界全体

の 6.2％となっている 。 

インド政府は、2008 年に国家気候変動行動計画（National Action Plan for Climate Change）

を発表した。この計画は、2017 年までの 8 つの国家ミッションを確認し、関係省庁がその

実施計画を提出するというものである。また、インドのエネルギー供給源のうち、石油は輸

入に頼ることから、国内エネルギー源となる再生可能エネルギーへの期待は大きく、再生可

能エネルギー投資へのインセンティブが設けられている。 

インド政府が UNFCCC に提出した INDC（国別約束草案）では、WTE の向上が取り上げ

られている。現時点では日印の JCM 覚書は未締結の状況ではあるが、本事業を通じた JCM

プロジェクト具体案件の構築により、覚書締結へのアクションが促進されることが期待さ

れている。 

 

(2) 調査の背景（都市間連携） 

 本調査は、横浜市とバンガロール市との都市間連携に基づいて開始した。横浜市は Y-

PORT センターを通じて新興国の都市課題解決に包括的に取り組むための公民連携による

国際技術協力事業を推進している。Y-PORT 事業は、横浜市の呼びかけの下、行政（横浜市）、

研究機関（IGES）、企業（市内企業）、CITYNET 横浜プロジェクトオフィス等が参画するも
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のである。 

本件の応募者である IGES、萬世リサイクルシステムズ株式会社、JFE エンジニアリング

株式会社は、Y-PORT センターの構成員であり、本件事業についても Y-PORT センターによ

る都市問題解決支援の官民連携活動の一環として、プロジェクト形成がなされた。 

 

 

図 1-1：Y-Port センターにおける連携イメージ 

 

横浜市とバンガロール市は、廃棄物及び上下水道の分野において技術協力を推進してお

り、研修生の受入れなども実施している。2013 年にバンガロール市から、横浜市に対して

廃棄物分別管理を中心とした協力要請があり、これまでに現地政府関係者等と協議を続け

ている。 

廃棄物の減量化の取組みについては、行政による市民・事業者との連携が不可欠である。

市民・事業者との密接なコミュニケーションや啓発活動を通じて、廃棄物の減量化に成果を

出してきた横浜市では、廃棄物処理全般のノウハウを保有している地方自治体ならではの

知見を生かし、バンガロール市での廃棄物処理などのビジネスのポテンシャル調査を行う

とともに、案件形成を実現させるため、本邦企業等とともに本事業を推進していきたいと考

えている。 

横浜は開港以来、災害や戦災、人口増加や公害など多くの都市問題に直面し、その過程で

培った都市問題解決のための技術やノウハウは、成長著しいアジア等の新興国での急激な

都市開発に伴う様々な都市課題の解決に大いに貢献できると確信している。 

この様な背景のもと、横浜市では、横浜の資源・技術をいかした公民連携による国際技術

協力「Y−PORT（Yokohama Partnership of Resources and Technologies）事業」を通じて、市内

企業の海外インフラビジネス展開を支援し、横浜経済の活性化を目指している。 
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1-2  調査の目的、内容、方法 

(1) 目的 

本調査は、横浜市とバンガロール市の都市間連携に基づき、廃棄物の焼却処理、RDF 化

事業を形成することにより、以下を達成することを目的とする。 

① 埋立処分に伴うメタンの発生・排出防止による温室効果ガス（GHG）の排出削減 

② 廃棄物の持つエネルギーを利用した発電に伴う化石燃料の使用削減による温室効果ガ

ス（GHG）の排出削減（都市ごみだけでなく下水汚泥も検討） 

③ 深刻の度合いを増す都市廃棄物の減量・減容・無臭・無害化を実現するとともに、埋立

処分量の削減による埋立処分場の有効利用 

④ 以て、廃棄物問題の軽減を通じて、バンガロール市の低炭素化、ひいてはホスト国の持

続可能な発展に寄与 

 

(2) 調査方法 

本調査は、バンガロール市における廃棄物発電施設、RDF 施設の導入について統合的な

検討を行う。以下、それぞれの事業別に記載する。 

 

1) 廃棄物発電 

①基礎情報・一般情報収集 

・ バンガロール市の廃棄物発生量、廃棄物の流れ、ごみ質、廃棄物処理戦略、廃棄物処理

施設、廃棄物処理費用、分別の状況等について、現状、計画を調査する。下水汚泥につ

いても、下水処理場における、汚泥処理・処分方法の状況を調査する。 

・ 現在行われている分別収集の現状を調査し、本事業にマッチした分別についての検討を

行う。 

 

②施設・設備に関する調査 

・ ①の調査結果に基づき、WTE 施設について、処理量、受入を行うごみ質、焼却設備、廃

熱利用設備(ボイラー、並びにタービン及び附属施設)、初期投資費用概算、運転・保守

保全費用概算を含む、コンセプト・デザインを策定する。 

・ 下水汚泥の混焼の可能性を検討する。 

 

③事業性・経済性に関する調査 

・ 調査対象事業の事業化に際しては、系統接続について、接続可能な変電所の所在地、仕

様により事業費が大きく異なるため、関係機関に赴き聴き取り調査を実施する。 

・ 経済的評価により、プロジェクトの評価を行う。 

 

④JCM 事業化に関する調査 
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・ ホスト国の現状に基づき、方法論・適格性要件、並びに保守性を担保し得るデフォルト

値設定に関する検討、協議を行う。特に適格性要件の検討に際しては現地で一般的に導

入される可能性が高い施設・設備の特定に努め、それらの施設・設備との比較にいて日

本技術の優位性を確立することを目指す。 

・ MRV 体制構築に関する検討を行う。 

 

⑤事業計画案検討 

・ 上記調査結果を踏まえ事業計画立案支援を行う。具体的には、資金計画、事業実施主体

(SPC)の設立、事業化のための手続きについて、事業計画案を検討する。 

 

2) RDF (RPF) 

①基礎情報・一般情報収集 

・ ごみ質調査（組成分析（物理組成の分析と化学組成分析）及び発熱量計測試験） 

・ バンガロール周辺のセメント工場等の配置状況 

 

②事業化・マーケティング 

・ DWCC の機能、役割 

・ 年度毎の廃プラスチックの必要処理量の推定 

・ 燃料の想定顧客ヒアリング(現状燃料費用、フラフ燃料使用可能性、要求コスト) 

・ 燃料化コスト(回収・分別・作業・輸送費用) 

・ 拠点別廃棄物組成分析及び発熱量計測試験(外注） 

・ マーケティング、顧客の特定 

・ 運営会社となりうる会社へのヒアリング 

・ 採算性・収益性試算 

・ ビジネスプラン(概略)の策定 

 

③施設・設備の設計 

・ 顧客要求品質の確認 

・ 前処理施設の規模、人員、能力、費用試算 

・ RDF(RPF)施設の規模、能力、ロケーション、箇所数試算 

・ 施設コンセプト・デザイン策定(外注) 

・ 設備コンセプト・デザイン策定(外注) 

・ 輸送計画の検討 

 

④その他の事業化のための調査 

・ 共同事業者または事業会社設立に係る調査 
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・ 事業許認可に係る調査 

・ 環境十全性の確保 

 

⑤JCM 事業化に関する調査 

・ JCM 方法論開発に関する検討 

・ MRV 実施体制構築に関する調査・検討 

 

⑥事業計画案策定 

 

1-3  実施体制 

本業務の実施体制は、業務内容を以下のとおり区分、担当する共同体制とした。なお、基

礎情報整備など共通事項については共同して取り組んだ。 

 

表 1-1：担当区分と担当主体 

担当区分 主体 

総括・助言 横浜市が担当 

廃棄物発電事業 株式会社エックス都市研究所が JFEエンジニアリング株式会社と共同して

担当 

RDF 事業 萬世リサイクルシステムズ株式会社が担当 

制度 公益財団法人地球環境戦略研究機関が担当 

 

 

図 1-2：調査体制図（共同提案者も含む） 

 

1-4  スケジュール 

 それぞれの項目について下記のようなスケジュールで調査を行った。 

体制図（共同提案者を含む）

エックス都市研究所
JFEエンジニアリング

萬世リサイクルシステムズ 地球環境戦略研究機関

廃棄物発電事業 RDF事業 分別に関する制度等の情報提供

（共同して実施）

横浜市(バンガロール市との都市間連携に基づく事業全体統括、アドバイス）
全体取りまとめ（契約代表者）：エックス都市研究所
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図 1-3：調査スケジュール 
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2  インド、バンガロール市の概況 

2-1  インドの関連環境法制 

(1) 廃棄物関連法規制 

1) 廃棄物の分類 

インドにおける廃棄物の分類は以下に示す。廃棄物は大きく都市廃棄物（Municipal Solid 

Waste: MSW）、有害廃棄物（Hazardous Waste）及び医療廃棄物（Bio-Medical Waste）に分類

されており、それぞれ以下に示すいずれかの規則の対象となる。 

 

表 2-1：インドにおける廃棄物の分類 

分類 該当する規則 

都市廃棄物, オフィス廃棄物

（Municipal Solid Waste） 

都市廃棄物管理規則 

（The MSW (Management and Handling) Rules, 2000） 

事業系廃棄物（都市廃棄物） 

Commercial Waste (similar to 

Municipal Solid Waste) 

農業廃棄物、都市廃棄物 

（Horticulture / farm waste / 

Municipal Solid Waste） 

剪定枝・園芸廃棄物 

（Horticulture Waste） 

有害廃棄物 

（Hazardous Waste） 

有害廃棄物管理規則 

（The Hazardous Wastes (Management and Handling) 

Rules, 1989） 

医療廃棄物 

（Bio-medical Waste） 

医療廃棄物管理規則 

（The Bio-medical Waste (Management and Handling) 

Rules, 1998） 

E-Waste E-Waste 管理規則 

（E-Waste Management and Handling Rules, 2010） 

 

「有害廃棄物」に該当する廃棄物は、「有害廃棄物（管理及び取扱い）に関する規則」の

規定に従って、また、医療系廃棄物の取扱い及び処分は「医療系廃棄物（管理及び取扱い）

に関する規則」の規定に従って処分されなければならない。 

 本プロジェクトは都市廃棄物を対象としているため都市廃棄物管理規則の概要をここで

整理する。 

 

2) 都市廃棄物管理規則 

都市廃棄物に関しては 2000 年に「都市廃棄物（管理及び取扱い）に関する規則（Municipal 

Solid Waste (Management and Handling) Rules, 2000: MSW Rules 2000）」が制定されており、都

市廃棄物の管理の基本となっている。 

 当規則により中央汚染管理局（CPCB）に MSW Rules 2000 の実行状態を監視する責任が

与えられており、地方自治体（Municipality）には当規則を実行する責任があることとする。
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当規則の要点は以下に示すとおりである。 

 

 廃棄物の分別を徹底する  

 廃棄物の適切な管理に関する普及啓発活動を行う 

 廃棄物の管理に住民や NGO を参加させる 

 廃棄物の有機分の処理にはコンポスト化、メタン発酵等の処理を優先し、可能な限

り最終処分量を最小化する 

 

 2015 年に環境森林気候変動省は都市廃棄物規則の改正案を公表している。この改正案の

主な内容は以下に整理する。 

 

 廃棄物の分類：廃棄物を 4 つのカテゴリーに分類している：乾燥又は非生物分解性

廃棄物（Dry or non- biodegradable） ,含水廃棄物又は生物分解性廃棄物（ Wet or 

biodegradable） ,家庭用有害廃棄物（  Domestic Hazardous waste） ,建設廃棄物 

（Construction and Demolition waste） 

 都市廃棄物に係る重要な責任者の特定：環境森林気候変動省（MoEFCC）、都市開

発省（MoUD）、化学肥料省、中央汚染管理局（CPCB）、州汚染管理局（SPCB）、

地方都市、州政府及び地方自治体の責任の明確化 

 インフォーマル・セクターの認定：非分解性の廃棄物の一時的な保管場所として

Material Recovery Facility (MRF)を指定し、インフォーマル・セクターによる有価物

の選別・回収の認可 

 User fee の導入：排出者に対して User-Fee を導入。具体的な額は該当する自治体

（都市）が決定する仕組み 

 分散的（Decentralized）廃棄物処理施設の促進 

 廃棄物管理方針の決定。詳細は以下のとおり。 

 

表 2-2：2015 都市廃棄物管理規則（改正案）に示されている廃棄物管理方針 

（要点のみ） 

項目 内容 

廃棄物の分別と一時

保管 

野焼きの禁止 

自治体により意識啓発活動の実施、分別の促進 

固形廃棄物の収集  自動車等により戸別収集 

 野菜売り場、肉・魚売り場、園芸廃棄物は個別に収集し、

可能な限り発生地域で処理する 

 大きな住宅ビル等は分解性廃棄物を自ら処理する 

 建設廃棄物は個別に収集し他の廃棄物と混合しない 

 廃棄物発生者から user fee を徴収する 

路上清掃  地方自治体は路上清掃を実施する、他の固形廃物と混合し

ない 
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項目 内容 

2 次的保管(secondary 

storage) 

 分別した廃棄物を直接処理施設へ運搬できない場合は２次

保管のため Waste Depot へ運搬する。Waste Depot では廃棄

物を混合しない 

 有害廃棄物、E-waste 等は持ち込まない 

Material Recovery 

Facility （MRF） 

 リサイクル可能な廃棄物を一時的に MRF にて保管し（い

わゆる）インフォーマル・セクターに有価物を収集する機

会を与える 

固形廃棄物の処理  分散的(decentralized)な処理を促進するため以下を実施する 

 分解性廃棄物はメタン発酵、コンポスト化、無機性分解等

の生物系処理方法で処理する 

 コンポストの基準を設定 

 分解性廃棄物については可能な限り地域レベルで処理を行

う 

 酪農廃棄物はメタン発酵、コンポストを優先する 

 リサイクル可能なものは可能な限りリサイクルする 

 可燃物(residual combustible waste)は RDF 化または WtE を用

いて発電のために用いる 

 リサイクル不能なプラスチック又は高カロリー廃棄物はセ

メント施設、燃料生成又は製品製造に用いる 

 他の廃棄物処理を予定している自治体はその基準について

CPCB から助言を得る 

廃棄物の処分  分別していない混合廃棄物の処分場への処分は規則に定め

る時期から禁止する 

 処分場での処分はリサイクル不能、非分解性、非燃焼性、

非感応性等にのみ許可する 

 

(2) 気候変動政策・再生可能エネルギー対策 

1) 気候変動政策 

 インドの 2012 年における CO2排出量は約 19 億 5400 万 t-CO2 となっており、中国、米国

に続く世界 3 位となっている。 

 2008 年 6 月 30 日にインドのシン首相（当時）によりインドの国家気候変動行動計画

(NAPCC：National Plan for Climate Change)が発表されている。この計画では 2017 年までに 8

つのミッションを確認し、関係省庁がその実施計画を首相の下の委員会（Prime Minister’s 

Council ）に提出するよう求めている。NAPCC に指定されているミッションの要点は以下に

示すとおりである。 

 

1. ソーラーミッション( National Solar Mission)：発電にソラ―発電の利用を促進する。

そのため 1000MW の太陽光発電所を設置する 。 

2. エネルギー効率改善ミッション( National Mission for Enhanced Energy Efficiency)：大

量にエネルギーを消費する工場等にエネルギー削減を義務付ける、そのためのイン

センティブを与える、エネルギー削減のために PPP を促進する、等。 

3．持続可能な居住空間ミッション( National Mission on Sustainable Habitat)：省エネビル
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基準の対象拡大、廃棄物管理・リサイクル・WtE の改善促進、自動車燃料基準の強

化による燃費のよい自動車の普及促進や公共交通手段の利用促進といった方法に

より省エネ促進を都市計画のコア要素とする。 

4．水資源ミッション(National Water Mission)：気候変動にともなう水不足への対応のた

め価格規制等の装置により水の利用効率を 20％改善。 

5．ヒマラヤ生態系保全ミッション (National Mission for Sustaining the Himalayan 

Ecosystem)：氷河が温暖化の影響を受け、氷河由来の水資源量が削減することが考

えられるため、対応策としてヒマラヤの生物多様性、森林等の保全のため管理方策

を探る。 

6．「グリーン・インディア」ミッション(National Mission for Green India)：600 万 ha の

荒廃林地を植林し、インド国土の森林面積を全体の 33％とする。 

7．持続可能な農林ミッション( National Mission for Sustainable Agriculture)：耐署性作物

の開発、天候保険メカニズムの拡大、農業活動の改善等により農業分野において気

候変動への対応。 

8．気候変動に関する戦略的知識ミッション(National Mission on Strategic Knowledge for 

Climate Change)：気候変動の科学と影響・課題の理解を深めるため気候変動研究基

金の設立、気候モデリングの改善、国会協力の実施等の措置。適応・緩和技術の開

発のための民間セクターの活動を促す。 

 

インドは 2015 年 10 月 1 日に INDC1（intended nationally determined contribution：各国が自

主的に決定する約束草案）を国連機構変動枠組み条約事務局（UNFCCC）に提出している。

これには 2030 年までの温暖化ガスの排出密度 (emissions intensity)を 33～35％削減（2005 年

基準）する目標が掲げられている。温暖化密度とは GDP あたりの排出量であり、実際の排

出量は増加する計算となる。 

また、INDC では 2030 年までに発電量全体の 40％を再生エネルギー由来のものにするこ

とを目標としている。 

 

2) 再生可能エネルギー関連 

 中央政府では、新・再生可能エネルギー省（Ministry of New and Renewable Energy： MNRE）

が、再生可能エネルギー政策の中心である。第 12 次 5 ヵ年計画では、エネルギー供給にお

ける再生可能エネルギーのシェアを、2011-12 年の 2.53％から 2016-17 年に 3.66％に引き上

げる計画である。 

 再生可能エネルギーの利用促進のため、①電力事業者に再生可能エネルギーの購入義務

                                                        
1 

http://www4.unfccc.int/submissions/INDC/Published%20Documents/India/1/INDIA%20

INDC%20TO%20UNFCCC.pdf 
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付け、②再生可能エネルギー事業者への金融支援（低利融資、免税措置等）、③研究開発支

援などが行われている。 

 カルナタカ州では、エネルギー規制は、Karnataka Energy Regulatory Commission (KERC)が

担当しており、再生可能エネルギーの買取価格は KERC が決定する。再生可能エネルギー

に関する窓口機関として、Karnataka Renewable Energy Development Agency (KREDL)が設置

されている。再生可能エネルギー政策については、Draft Karnataka Renewable Energy Policy 

2014-2020 が作成されており、この中で、Biomass, Cogeneration and MSW による発電量付加

を 400MW と見込んでいる。Waste to energy による再生可能エネルギーの買取価格は設定さ

れておらず、ケースバイケースの判断となるとのことである。発電した電力は、配電会社（バ

ンガロールであれば BESCOM）による買取が想定されている。 

  

 

(3) 環境影響評価制度 

インドにおいて、環境アセスメント（EIA）は、環境へ著しい影響を及ぼす可能性のある

プロジェクトを実施する際、必要となる環境認可（EC: Environmental Clearance）の取得の過

程で必要とされるプロセスとして位置づけられる。EC 制度はインドの環境森林省（MoEF）

が 2006 年 9 月に環境保護法 5 条 3 項に基づき発行した通達（Environmental Impact Assessment 

Notification – 2006、以下「EIA 通達」）によって規定されている2。 

 EIA 通達では 39 種のプロジェクト（新設・拡張）の実施の際に、EC の取得が必要とさ

れている3。ただし、プロジェクトによっては詳細な EIA の実施が不要なものもあり、EIA

の実施が必要かどうかは、EC 取得のプロセスで判断されることとなる。 

EC 取得の対象プロジェクトはヒトの健康、資源への影響の程度及びプロジェクトの規模

によって「A」又は「B」に分類され、その分類によって EC 取得のプロセスも異なる。 

EIA 通達では、下記に該当するプロジェクトに EC 取得を義務付けている。 

a） EIA 通達の Schedule で対象とされている 39 種の新規プロジェクト 

b） 既存のプロジェクト（上記 a の 39 種類に該当するもの）の拡張工事。ただし、拡

張後の規模が通達の Schedule に指定されている限界値（threshold limit）を上回る場

合に限る 

c） 上記 a）の 39 種のプロジェクトに該当するプロジェクトの内容変更に伴い、通達で

示された制約条件等を超過する場合 

Common Municipal Solid Waste Management Facility は全てのプロジェクトが「B」に分類さ

れている。 

分類 A に該当するプロジェクトは、中央政府が設立した環境評価委員会（Environmental 

                                                        
2 EIA notification 2006  (http://envfor.nic.in/legis/eia/eia-2006.htm ) 
3 対象プロジェクトは森林地帯に位置している場合は、EIA を実施する前に Forest (Conservation) Act の規

定に基づき森林クリアランスを取得する必要がある。 

http://envfor.nic.in/legis/eia/eia-2006.htm
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Appraisal Committee、以下「EAC」）4の推薦を得て、中央政府（MoEF）から EC を取得する

必要がある。一方、分類 B に該当するプロジェクトは州レベルで中央政府が設立した州環

境影響評価局（State Environment Impact Assessment Authority、以下「SEIAA」）から EC を取

得する必要がある。SEIAA は、州環境評価委員会（State level Expert Appraisal Committee、以

下「SEAC」）5の推薦により EC を発行する。SEIAA 又は SEAC が存在しない州は、分類 B

のプロジェクトでも分類 A と同様のプロセスにより EC を取得することとなる。 

 EIA 通達の 2009 年改正によって 15MW までのバイオマスを用いる発電所、有害成分を

含まない都市廃棄物を用いた発電所および熱回収ボイラーを用いる発電所（補助燃料を用

いない場合）は環境認可プロセスから除外6している。 

 

(4) 水・大気関連 

1) 水（汚染防止及び管理）法 

水（汚染防止及び管理）法（The Water (prevention and control of pollution) Act, 1975 以下

「水法」）は水質汚染の防止、管理及び水質の向上を目的とした法律である。水法の目標の

達成のために中央政府レベルで中央公害管理局（Central Pollution Control Board: CPCB）、州

レベルで州汚染管理局（State Pollution Control Board (SPCB)）が設立され、それぞれの機能

と権限が定められている。また、当該汚染局の許可なしに公共水域への排水行為を禁止して

おり、これに違反した者に罰則規定が設けられている。 

水法に基づき 1977 年に制定された水（汚染防止及び管理）規則（The Water (Prevention and 

control of pollution) Rules, 1975）では中央公害管理局（CPCB）の機能が細かく規定されてい

る。また、中央汚染管理局が所有する分析機関で水質分析を行う場合の分析費用も項目別に

定められている。 

参考までに、CPCB および SPCB の位置づけを下図に示す。 

                                                        
4 中央政府により、分類 A に該当するプロジェクトの評価のため環境森林省に専門的な助言を行うために

設立した機関 
5 SEIAA に専門的な観点から助言を行うために設立された委員会 
6 EIA 通達 2009 年改正（http://www.moef.nic.in/downloads/rules-and-

regulations/3067.pdf） 

http://www.moef.nic.in/downloads/rules-and-regulations/3067.pdf
http://www.moef.nic.in/downloads/rules-and-regulations/3067.pdf
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図 2-1 インドにおける環境管理行政部門の概要 

 

2) 大気（汚染防止及び管理）法 

大気（汚染防止及び管理）法（The Air (Prevention and control of pollution) Act, 1981 以下

「大気法」）は大気汚染の防止、管理及び影響緩和の促進を目的とした法律である。中央公

害管理局（CPCB）及び州公害管理局（State Pollution Control Board: SPCB）に大気法が目標

としている事項を達成するための権限を与えている。州公害管理局（SPCB）には大気汚染

管理地域（Air Pollution Control Area）を指定し、その地域における工業活動を制限する権限

7が与えられている。また、SPCB は CPCB と相談の上、特定の大気汚染管理地域においてよ

り厳しい大気・排出基準ができることとされている。固形廃棄物の熱処理施設に該当する排

出基準は以下のとおり 

 

表 2-3：都市ごみ用熱処理施設の排ガス基準（案） 

項目 排出基準 (O2 =11%, dry) 

浮遊物質（PM） 50 mg/Nm3 

HCl 50 mg/Nm3 

SO2 200 mg/Nm3 

CO 
100 mg/Nm3 (30 分平均値) 

200 mg/Nm3 (1 日平均値) 

全有機体炭素 （TOC） 20 mg/Nm3 

HF 4 mg/Nm3 

NOx (NO and NO2 expressed as NO2) 400 mg/Nm3 

ダイオキシン類 (total dioxins and furans) 0.1 ng-TEQ/Nm3 

Cd+ Th + their compounds 0.05 mg/Nm3 

水銀およびその化合物 0.05 mg/Nm3 

Sb + As + Pb + Cr + Co + Cu + Mn + Ni + V 

およびそれらの化合物 

0.5 mg/Nm3 

                                                        
7 21 条に「工場使用の制限（Restrictions on use of certain industrial plants）」の条項があり、第 5 項

に公害防止装置の整備等の条件が提示されており、満たすことができない場合は州当局（State Board）

から工場稼働の同意を得ることができない（http://envfor.nic.in/legis/air/air1.html） 

http://envfor.nic.in/legis/air/air1.html
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3) 環境保護法および環境保護規則 

環境保護法（The Environment Protection Act）は、インドにおける環境関連の基本法であ

る。環境基本法では環境汚染の防止、管理及び削減のための中央政府の責任が規定されてい

る。中央政府には環境保護法の目標事項を達成するために適切な規則等を作成する権限が

与えられている。環境分野では、水と大気の法が制定されているが、いずれも環境保護法制

定以前に制定されたものである。環境法に規定する「環境」とは、「水、大気及び土地、と

人類、他の生命、植物、微生物とその所有物の中で、存在する内的連関性を含む」と定義さ

れている。この定義の環境の汚染、被害を与える緒事象に対する防止、規制、削減のための

権限が、環境法に規定されている。その環境への防止・規制の必要な分野については、中央

政府はそのための規則を定めること権限が付与されている。 

 環境保護法第 15 条に罰則が規定されており、環境保護法、関連する公布された規則、命

令、ダイレクションに違反した場合に刑事罰ないしは罰金が科せられる。直罰では最高５年

の実刑、及び、又は最高 10 万ルピーの罰金が適用される。有罪判決のあとにも違反行為が

続いている場合には１日当たり 5,000 ルピーが加算される。 

 環境保護規則(Environment Protection Rules)、1986（最新の改正は 2014 年）は、環境保

護法における規定に基づいて制定された規則である。 

規則第３条において、工場等から排出される汚染物質の排出基準が設定されている。規則

の Schedule II において 90 以上の業種別（プロセス別）にそれぞれ排水、排ガス、騒音、煙

突高等の基準が設定されている。対象業種によって対象物質が異なるとともに、特定の業種

に特別な条件が設けられているのが特徴である。 

 

表 2-4：業種別の排出基準の例 

業種 パラメーター 基準値 

Oil refinery industry Oil and grease 10 mg/L 

Phenol 1 mg/L 

Sulphide 0.5 mg/L 

BOD(3 days at 27C) 15 mg/L 

Suspended Solids 20 mg/L 

pH to 8.5 

 

規則の第５条において特定の地域における工場等の設置の条件が規定されている。定め

られた条件を満足しない場合は当該地域において工場の設置を禁止する権限が中央政府

に与えられている。 

また、規則の Schedule VI においては、Schedule II で指定されていない業種に該当する排

水基準、排水発生量基準、排ガス基準、自動車等の騒音基準が定められている。同規則にお

いて、環境保護法に基づく水法、大気法、有害物管理規則により許可が必要な工業活動を行
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っている事業者へ、当該州の汚染管理局（State Pollution Control Board）へ年間環境報告書

（Environment statement）の提出を義務付けている。排出汚染物の分析データを関係当局へ

提出することが必要となる。さらに、Schedule III において、下記のとおり騒音基準が定め

られている。 

 

表 2-2 騒音基準（昼間：6 AM －9 PM、夜間：9 PM – 6 AM） 

地域コード 地域カテゴリー 騒音基準 

dB (A)（昼間） 

騒音基準 

dB (A)（夜間） 

（A） Industrial Area 75 70 

（B） Commercial Area 65 55 

（C） Residential Area 55 45 

（D） Silence Zone 50 40 

 

また、Schedule VIIにおいて、大気環境基準（National Ambient Air Quality Standards - NAAQS）

が定められている。NAAQS は住宅地域や工業地帯別に異なる値が設定されていたが、2009

年の改正により、工業地帯においても同じ値が採用されている。 

 

表 2-5：インドにおける大気環境基準（NAAQS） 

 対象物 平均期間 Industrial, Rural, 

Residential and 

others 

Sensitive Area 

1 Sulphur Dioxide 

(SO2) (μg/m3) 

年間平均 

24 時間平均 

50 

80 

20 

80 

2 NO2  

(μg/m3) 

年間平均 

24 時間平均 

40 

80 

30 

80 

3 PM10  

(μg/m3) 

年間平均 

24 時間平均 

60 

100 

60 

100 

4 PM2.5 

(μg/m3) 

年間平均 

24 時間平均 

40 

60 

40 

60 

5 オゾン 

(μg/m3) 

8 時間平均 

24 時間平均 

100 

180 

100 

180 

6 Pb  

(μg/m3) 

年間平均 

24 時間平均 

0.50 

1.0 

0.50 

1.0 

7 CO  

(mg/m3) 

8 時間平均 

24 時間平均 

02 

04 

02 

04 
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2-2  バンガロール市の概要 

(1) 基礎情報 

 バンガロール市はインド南部カルナタカ州の州都であり、面積 741km2、2011 年時点で人

口約 842 万人のインド第三の都市である。インド南部デカン高原上に位置し、標高は 900m

で気候が穏やかなことで知られる。多くの研究教育機関、航空宇宙産業、電気通信産業、IT

産業が集積し、特に多くの IT 企業本社があることからインドのシリコン・バレーと呼ばれ

る。 

 

 

図 2-2：インドにおけるバンガロール位置 

出典：白地図専門店 http://www.freemap.jp/itemDownload/asia/india/1.pdf 

 

バンガロール 
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(2) 気候 

バンガロールは標高が高く、年間を通じて比較的穏やかな気候であり、ケッペン気候区分

で熱帯サバンナ気候に区分され、明確な雨季と乾期がある。降水量が多いのは 5 月～10 月

で 11 月～4 月までは降水量が少ない。最も寒い時期は 12 月で平均気温は約 15 度、最も暑

い時期は 4 月で平均気温は約 36 度である。 

なお、2015 年は世界各地で暖冬が観測されたが、バンガロールでは季節はずれの降雨が

あり、通常では降雨の少ない 12 月にも長雨が続いた。 

 

 

図 2-3：バンガロールにおける平均最高最低気温と平均降水量 

 

(3) 人口 

2014 年時点での人口は 10,178,146 人で、人口規模でインド第三の都市である。IT 産業の

集積により人口が急増しており、今後も急激な人口増加が見込まれている。 

 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均降水量 1.8 7.9 7 40 110.2 89.1 108.9 142.5 241 154.5 54.1 17.5

平均最高気温 27.6 30.2 32.9 35.8 33.3 29.4 28.1 27.5 28.3 28 27 26.2

平均最低気温 15.3 17.2 19.6 21.8 21.5 20.2 19.8 19.6 19.7 19.4 17.7 16
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図 2-4：2021 年までの人口増加予測 

出典：Directorate of Economics and Statistics Bangalore, 2013. Projected Population of Karnataka, 2012-2021 

 

 そのうち人口密度が最も大きいのは中心である East、West、South 地区であり、Dasarahalli

地区も比較的人口密度が高い。 

 

 
図 2-5：バンガロール市内の区ごとの人口密度 

出典：BBMP Restructuring HP: http://www.bbmprestructuring.org/wp/ward-population-density/ 
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(4) 行政界 

2007 年 1 月、旧バンガロール市である BMP（Bangalore Mahanagara Palike）は CMCs（City 

Municipal Council）、TMC（Town Municipal Council）と周辺の 111 村と合併し、BBMP とな

った。それにより市域は 226km2 から現在の 741km2 に拡大した。 

 

 
図 2-6：バンガロール市の市町村合併 

出典：Social Venture Partners, Bengaluru, 2014. Extracting Value from Bengaluru’s Dry Waste Chain 

 

 バンガロール市は全体が中心地の East、West、South 地区と周辺の Byatarayanapura、

Mahadevapura、Bommanahalli、RR Nagara、Dasarahalli 地区の 8 つのゾーンに分かれており、

さらに 198 の区（ward）に区分される。周辺ゾーンでは急激なスプロールが起こっている。 
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図 2-7：バンガロール市の市域及び区域 
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3  バンガロール市における廃棄物管理現況 

3-1  これまでの廃棄物管理動向 

 2007 年に BBMP が組織されてから、BBMP は PPP と民間委託を含めて廃棄物処理･処分

施設建設・管理を進めてきた。2008 年に廃棄物管理マスタープランを策定しているが、急

激な人口増加等により、現在の状況に沿ったものではなくなっている。よって、BBMP は廃

棄物管理マスタープランが実質不在の中、以下の方針に則って日々の都市廃棄物管理を行

っている。 

 

 Wet ごみ、Dry ごみ、その他のごみの分別徹底推進 

 分別されたごみのみの収集・運搬 

 分散型の廃棄物処理施設配置 

 BBMP 管理の廃棄物処理施設と民間の廃棄物処理施設の併用 

 閉鎖された処分場の適切な管理とリソースリカバリー 

 

 これまで、廃棄物管理マスタープランの不在、処分場の不十分な管理とオープンダンピン

グ、急激な人口増加等により、バンガロールはゴミ危機といわれる事態を経験している。さ

らに処分場やコンポスト施設等の廃棄物処理施設を建設するたびに激しい住民反対運動も

起きている。これにより現在バンガロール市では最終処分場がない状況である。2015 年に

は発生源にてウェットな廃棄物、ドライな廃棄物（リサイクル可能なごみ）、その他の廃棄

物、の 3 種別に分別することを命令するカルナタカ州裁判所の決定が行われた。以下にこれ

までのバンガロールにおける廃棄物管理に関する主な出来事を示す。 

 

表 3-1：バンガロールにおけるこれまでの廃棄物管理関連の出来事年表 

年 運営管理主体 出来事 

2007 BBMP Mavellipura 処分場の共用開始 

2008 

BBMP バンガロール市廃棄物管理マスタープラン策定 

民間企業 コンポスト施設稼動開始 

BBMP , 民間企業  Mandur 処分場の供用開始 

民間企業が敷地内南部に廃棄物発電施設及びコンポス

ト施設の建設に着手 

2012 

BBMP 地下水汚染、近隣住民の反対運動により KSPCB が

Mavellipura 処分場を調査。環境規制違反を理由に 7 月

に Mavellipura 処分場を閉鎖 

BBMP それまで Mavellipura に運搬されていたごみが Mandur

処分場に流れる。1 日当りの受入量は時に 1,500t/d。 

BBMP Bingipura 処分場と Lakshmipura 処分場の供用開始 

2013 

BBMP , Mandur 村民 Mandur 村民による処分場ルート閉鎖により、10 日間

廃棄物収集運搬業務が滞る 

ゴミ危機と呼ばれる 

民間企業 Subbarayanapalya における 600t/d の廃棄物処理施設の

コンセッション取得 
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民間企業 Mandur 処分場の南における 600t/d のバイオガス施設

のコンセッション取得 

民間企業 Kannahalli における 600t/d のバイオガス施設の候補者

として選出 

民間企業 1,000t/d の廃棄物焼却発電施設の契約 

2014 

民間企業 コンポスト施設が稼動を開始 

BBMP Mandur 処分場の閉鎖 

民間企業 廃棄物発電施設の建設中止 

民間企業 進捗が見られないため、コンセッション契約が破棄さ

れる 

BBMP 6 種類へのごみの分別義務化を公表 

BBMP KUIDFC KUIDFC の予算を利用し、6 つのコンポスト施設建設

と KCDC の施設更新に着手 

2015 

BBMP 住民反対運動と環境規制違反により、Bingipura 処分

場、Lakshmipura 処分場を閉鎖 

BBMP 6 つのコンポスト施設の稼動開始。分別された Wet ご

み（有機物）のみを 600t/d の受入を開始 

オランダ企業 600t/d のバイオガス施設建設についての合意書をカル

ナタカ州政府と署名 

ポーランド企業 400t/d のバイオガス施設建設についての合意書をカル

ナタカ州政府と署名 

民間企業 and KCDC 周辺住民からの激しい反対運動に直面 

カルナタカ州高等裁判所 3 種別への発生源における廃棄物分別命令 

 

 

3-2  廃棄物発生量と質 

(1) 廃棄物発生量 

都市廃棄物発生量（有害廃棄物を除く）は、情報源によりばらつきはあるが約 4,500 トン

/日とみられている。この 4,500t/d を基に 1 人当り廃棄物発生量が算出されており、概ね

0.45kg 程度とみられている。この数値はデリー、チェンナイ、ムンバイといった他都市より

もかなり少ない。これは、排出源でかなりの量がインフォーマルセクター等に抜き取られて

いる可能性を示しており、これを考慮すると、現在の実際の廃棄物発生量は 5,000t/d 程度で

あると見るのが妥当である。BBMP 担当者へのヒアリングによれば、それぞれの地区での都

市廃棄物発生量および発生した廃棄物の送り先である中間処理施設と許容量は概ね下表の

とおりである。 

しかしながら、これらの数値と受入先となる中間処理施設は日々変動していること、また

BBMP は Dry Waste Collection Centres（DWCC）とコンポスト施設を建設中であるため現状

での数値は非常に流動的である点に留意が必要である。 
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表 3-2：バンガロール市におけるゾーン別廃棄物発生量と受入先となる中間処理施設 

ゾーン 廃棄物発生

量（t/d） 

受入先となる中間処理施設 

DWCC 他 コンポスト施設 施設見込 

受入量 

South 

916 168 

民間企業 250 

民間企業 300 

Kannhalli / Sigehalli 200 

East 894 140 民間企業 600 

West 638 120 民間企業 400 

Bommanahalli 
485 80 

KCDC  100 

Chikkanagamangala 100 

R R nagar 561 80 Subbaranapalya (BBMP) 100 

Dasarahalli 239 90 Dodda bidarakallu 100 

Yelahanka 
290 140 

民間企業  70 

Doddabidarakallu 100 

Mahadevpura 468 80 民間企業 200 

Total 4491 898  2420 

出典：BBMP ヒアリングを基に調査団作成 

 

 表に示されるように、廃棄物発生量と施設見込受入量に約 1,000t/日ほどの差がある。現在

バンガロールでは、主要な最終処分場が全て閉鎖され、住民反対運動等により新たな処分場

用地も予定されていないことから、街中に収集されずに放置されたごみのかたまりが多く

存在する。 

 

  

図 3-1：収集されずに放置されたごみのかたまり 

 

(2) ごみ組成調査 

 バンガロール市で発生する都市ごみの物理組成とそこから発生する発熱量を把握するた

めに、ごみ組成調査を実施した。サンプリングは、バンガロール市の都市ごみのうち、分別

されていないものが収集運搬されている民間のコンポスト施設にて行った。 

A 社が経営するコンポスト施設は、市内で発生する都市ごみのうち、South 地区、East 地
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区、Yelahanka 地区のものを主に受け入れている。中心地区と比較的郊外の地区で発生した

都市ごみが集まるため、A 社に集まるごみを対象とすることが代表性確保のために最適で

あると判断した。サンプリングでは、South 地区、East 地区、Yelahanka 地区それぞれの地区

ごとに 3 台分のごみを採取した。なお、South 地区は中上所得層の住宅が多く、East 地区は

中下所得層が集まるダウンタウン地区、Yelahanka 地区は中所得層住宅が広がる。 

なお、本調査での限られた予算と期間の中で、2 日間のみのサンプリングを行っているた

め、季節変動や日々のごみ質の変動を加味していない点に留意する必要がある。 

 

1) サンプリング及び物理組成調査 

 2015 年 11 月 30 日～12 月 1 日にかけてサンプリング及び物理組成調査を実施した。サン

プリング手順は以下のとおりである。サンプリングは地区ごとに行い、South 地区、East 地

区、Yelahanka 地区の 3 サンプルを作製した。 

 

① 地区ごとに収集車から下ろされたごみから代表的なものを 66kgずつ、3台から採取し、

約 200kg のサンプルを作製 

② 200kg のサンプルがよく混ざるように 15cm 以上のごみをはさみで切断 

③ 切断され細かくなったごみをシャベルで攪拌、2 回縮分し、50kg の代表ごみを作製 

④ 50kg の代表ごみを下記の項目に分類した 

・ 厨芥 

・ 紙類 

・ 繊維 

・ 木草 

・ プラスチック 

・ ゴム、革 

・ 金属 

・ ガラス 

・ 土、砂、その他 

⑤ 項目ごとに重量を測定後、サンプル総重量が 5kg になるように分類比率に合わせて分

類したごみを項目ごとに別々のビニール袋に格納した。 
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図 3-2：ごみサンプル採取と切断の様子 

 

図 3-3：採取したサンプルの縮分と分類の様子 

 

 

図 3-4：木草と土・砂の分類の様子（右）と最終サンプル（左） 

（木草は土・砂と混ざりがちであったため、網でふるいにかけ、小さなものを土・砂と

し、形が残っているものは木草に分類した。） 

 

 物理組成及び水分の測定結果は、以下のとおりであった。Yelahanka 地区、South 地区はプ

ラスチックや紙類の割合が East 地区に比べると多く、East 地区は木草、土・砂・その他の
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割合が多かった。また、Yelahanka 地区、East 地区は 2015 年 11 月 30 日にサンプリングを行

い、South 地区は 2015 年 12 月 1 日にサンプリングを行ったが、11 月 30 日の夕方に降雨が

観測され、その影響で South 地区の水分が多くなったと思われる。このことからごみの季節

変動や日変動を把握するためには、季節ごとに 3～4 日程度サンプリングをし、ごみ性状調

査を行うことが望ましい。 

 

表 3-3：ごみ質調査物理組成と水分の測定結果 

項目 

Yelahanka 地区 South 地区 East 地区 

湿ベース

組成 

水分 

 

湿ベース

組成 

水分 

 

湿ベース

組成 

水分 

 

1. 厨芥 9.7% 48.7% 5.2% 78.0% 1.6% 60.2% 

2. 紙類 17.6% 48.1% 14.4% 57.0% 6.7% 52.1% 

3. 繊維 5.4% 22.6% 8.6% 37.5% 4.7% 29.1% 

4. 木草 25.4% 51.4% 22.1% 68.6% 33.6% 57.9% 

5. プラスチック 18.3% 6.8% 21.7% 41.6% 11.7% 26.9% 

6. ゴム・革 0.6% 1.6% 0.9% 15.9% 1.4% 4.9% 

7. 金属 0.3% 0.1% 0.5% 3.2% 0.0% 0.0% 

8. ガラス類 2.8% 26.3% 2.4% 10.7% 4.0% 11.3% 

9. 土・砂・その他 19.9% 46.8% 24.3% 63.8% 36.2% 58.7% 

計 100.0% 38.8% 100.0% 55.6% 100.0% 50.2% 

 

2) 三成分、低位発熱量 

 1)で述べたように、地区ごとにごみサンプルを作成し、分析機関にて水分、可燃分、灰分

の三成分および低位発熱量を測定した。サンプルごとの三成分の割合と低位発熱量を下記

に示す。灰分が多いのはガラス等が多く混ざっていたためである。South 地区はプラスチッ

クの割合が他地区よりも高いにも関わらず低位発熱量が低いのは、水分が高いためである。

South 地区のサンプリングの前日には降雨があり、ごみに多くの水分が含まれたためと思わ

れる。 

 低位発熱量は 1,700～2,000kcal/kg となり、十分に焼却可能であると言える。 

 

分析項目 Yelahanka 地区 South 地区 East 地区 

水分（%） 38.8% 55.6% 50.2% 

可燃分（%） 9.1% 12.0% 15.3% 

灰分（%） 52.1% 32.4% 34.5% 

三成分合計（%） 100% 100% 100% 

比重（kg/L） 0.41 0.45 0.72 

低位発熱量（kcal/kg） 2,082 1,769 1,913 

低位発熱量平均値

（kcal/kg） 
1,921 

 

 上記の三成分測定の結果を三角座標にプロットした結果を下図に示す。世界銀行技術ガ
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イドライン8に示されている補助燃料不使用で焼却可能領域は下図の網掛け部分（水分 50%

以下、可燃分 25%以上、配分 60%以下）である。この領域は世界銀行が各種事例を分析して

設定したものでありインドの状況に基づいて設定されたものではないが一般的な例である。

また、赤の点線で囲った部分は日本での事例をプロットして得られた範囲であり、日本の焼

却技術を用いた場合の補助燃料不使用での焼却可能領域である。 

 これによれば、3 地区のサンプルの平均値は世界銀行ガイドラインに示された、補助燃料

なしで焼却可能な領域に入っている。低位サンプルである South 地区は、降雨のために水分

が多く、代表的な値でないと考えられるものの、それでも日本の焼却技術であれば補助燃料

なしで焼却可能な領域に入っている。 

 

 

図 3-5：地区別三成分の三角座標プロット図 

 

 発熱量分析結果と上記三角座標プロット図による分析から、バンガロールで発生する廃

棄物は十分に焼却可能であることがわかった。 

 

  

                                                        
8 WORLD BANK TECHNICAL GUIDANCE REPORT Municipal Solid Waste Incineration 

WaterAsh

Combustible

100%0%

100%

0%

0%

100%

W=50%
Yelahanka
South
East
Average

日本の焼却技術によって、補助

燃料なしで焼却可能な領域

C>30% 、W<58%、A<12%

世界銀行技術ガイドラインに

示された、補助燃料なしで焼

却可能な領域
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3-3  廃棄物処理施設 

(1) バンガロール市とその周辺の廃棄物処理施設 

 下図は、現在のバンガロール市とその周辺に存在する主な廃棄物処理施設をマッピング

したものである。全ての施設は市の中心から離れた郊外に位置する。最も遠いコンポスト施

設は、市の中心から約 70km も離れており、運搬にかかるコストが高いと思われる。 

現在稼働中のものはコンポスト施設かバイオガス施設である。コンポスト施設は民間の

ものが 3 箇所、2014 年から BBMP、KUIDFC によって整備されたものが 6 箇所、1979 年よ

り稼動する Karnataka Composting Development Centre（KCDC）が 1 箇所ある。バイオガス施

設は計画が中止、中断されたものが 2 箇所、稼働中のものが 2 箇所ある。2016 年 1 月現在、

不十分な管理とオープンダンピングにより全ての処分場は閉鎖され、バンガロール市が使

用可能な最終処分場は存在しない。廃棄物焼却発電施設は、2 社から提案があり、そのうち

の 1 社は施設建設中に経済的な理由により中止、1 社は現在強い住民反対に直面中で、建設

開始には至っていない。 

以下にバンガロール市とその周辺に存在する主な廃棄物処理施設の位置、種類、運転状況

を示す。 

 

 

図 3-6：バンガロール市とその周辺の廃棄物処理施設の位置 
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1) 埋立処分場 

2007 年から供用を開始した Mavellipura 処分場は、近隣村落への浸出水のしみ出しの問題

で、2012 年に閉鎖された。2012 年の Mavallipura 処分場の閉鎖により、市内にごみがあふ

れ、BBMP は大きな批判に晒された。2010 年から供用を開始した Mandur 処分場も周辺住民

からの反対運動によって 2014 年に閉鎖し、2012 年から稼動していた Bingipura 処分場、

Lakshmipura 処分場も周辺住民の反対運動により閉鎖された。 

現在、使用可能な最終埋立処分場は存在せず、また新たな処分場確保も住民反対により困

難であり、非常に逼迫した状況にあると言える。臭気や浸出水による汚染等を防ぐ衛星埋立

処分場の建設と埋立処分場運営管理体制の強化、人材育成が必要である。以下にこれまでの

埋立処分場の概要を示す。 

 

表 3-4：バンガロールに存在した主要な埋立処分場 

運営機関 
稼動 

開始年 

計画 

受入量 
受入量 運転状況 

BBMP Mavellipura 

landfill site 
2007 ND 600 

約 600t/d ほどの廃棄物を受け入れてい

たが、浸出水が近隣村落にしみ出し、

反対運動に発展。2012 年に KSPCB に

より環境規制違反で閉鎖。 

BBMP Mandur landfill 

site 
2010 ND 2500 

2010 年より 2500t/d ほどの廃棄物を受

け入れ、オープンダンピングを行って

いたが、近隣からの強い反対運動によ

り、2014 年 11 月に閉鎖。 

BBMP Bingipura 

landfill site 
2012 ND 1200 

稼動開始は 2012 年だが、フル稼働は

2014 年。800-1200t/d ほどの廃棄物を

受け入れ、オープンダンピングを行っ

ていたが、近隣からの強い反対運動に

より、2015 年 12 月に閉鎖。 

BBMP Lakshmipura 

landfill site 
2012 ND 1000 

600-1000t/d ほどの廃棄物を受け入

れ、オープンダンピングを行っていた

が近隣からの強い反対運動により

2015 年はじめに閉鎖。 

 

  

図 3-7：閉鎖された Mandur 処分場と敷地周辺に染み出た浸出水 
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2) コンポスト施設・Dry Waste Collection Centre（DWCC）・その他リサイクル施設 

 このような状況下、BBMP は積極的に Wet ごみと Dry ごみの分別を推進すると共に、コ

ンポスト施設と 198 の各区に 1 箇所ずつの Dry Waste Collection Centre（DWCC）の整備を進

めている。2016 年 1 月現在、6 箇所の新コンポスト施設が稼動を開始、DWCC は約 150 箇

所稼動している。その他 KCDC がコンポストを行っている。 

 バンガロールの廃棄物処理に関わる主要企業で、現在稼働中のものは 3 社であり、全てコ

ンポスト施設である。以下にバンガロールにおけるコンポスト施設概要を示す。 

 

表 3-5：バンガロールにおけるコンポスト施設一覧（単位：t/d） 

運営機関 
稼動 

開始年 

計画 

能力 
受入量 運転状況 

Karnataka Compost 

Development 

Corporation (KCDC) 

1975 500 300 

稼働中。建設当時は 300t/d で計画。現

在 500t/d まで拡張。郊外スプロールに

より市街地が接近し始め、近隣からの

反対運動が活発化している。 

民間企業 1994 1000 600 

1994 年よりﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ周辺で場所を何

度か変えて操業。2008 年より

Doddaballapura から 18km の地点で稼

働中。バイオガス設備を導入したが稼

動していない。埋立処分場を併設して

おり、オープンダンピングを行ってい

る。近隣からの激しい反対運動に直面

中。 

民間企業 2006 600 300 

2006 年に稼動開始したが近隣からの

反対運動により 2012 年に一度閉鎖。

現在 100t/d を受入。WTE 施設建設を

検討中。 

民間企業 2014 600 500 

2013 年に BBMP とコンセッション契

約し、2014 年より Doddaballapura か

ら 20km の地点で稼動。計画受入量を

上回る廃棄物が搬入され、敷地内にオ

ープンダンピングを行っている。近隣

から反対運動あり。 

BBMP（Kannahalli） 

2014 

500 

600 

2014 年より、KUIDFC によって建設

された 6 つのコンポスト施設である。

運転管理は、BBMP と契約した民間業

者が行っている。()は地名である。

Lingadeerahalli 以外は稼動を開始。 

現在ウェットな廃棄物だけを 500t/d 受

入。RDF 作製のためのパイラーも整

備されている。 

BBMP（Seegehalli） 150 

BBMP（Dodda 

Bidarakallu） 
300 

BBMP

（Subbarayanapalya） 
200 

BBMP

（Chiknagamanagala） 
500 

BBMP

（Lingadeerahalli） 
200 
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表 3-6：DWCC、その他リサイクル企業 

運営機関 稼動 

開始年 

計画 

受入量 

受入量 運転状況 

Dry Waste Collection 

Centres（150 箇所） 

N/A 400 100 バンガロール市内の全ての 198 区に

DWCC を設置することで BBMP が計

画中。現在 150 箇所が稼働中であり運

営主体は NPO 等。 

100 社を超える Bulk 

Waste リサイクル企

業等 

N/A N/A  個別企業の受入可能量は定かではない

が、1 社につき 10t/d ほどのバルクウ

ェイストリサイクル企業が 100 社以上

存在する。どのようなリサイクルがな

されているのかは不明。 

 

現在、最終処分場がない状況下、一部コンポスト施設は施設能力を越す廃棄物を受け入れ

ており、施設まわりにオープンダンピングを行っている状況が観察できた。また、コンポス

トから流れ出す浸出水の処理ができておらず環境中に垂れ流し状態になっている場所もあ

る。 

  

図 3-8：オープンダンピングの様子（左）と未処理の浸出水が捨てられている様子（右） 

 

 コンポストプロセスは、運ばれてきたごみをトロンメルで 100mm 以上のものと以下のも

のに分別、廃プラ等も含まれる 100mm 以下のものをそのままコンポストし、コンポスト過

程終了後にさらにトロンメルで分別、最終コンポストとなる。コンポストプロセスがうまく

いっている施設もあれば、そうでない施設もある。民間のコンポスト施設での温度モニタリ

ングでは、コンポスト温度が 45～55 度程度であり、適正温度である 60～80 度には上がら

ない現状が観察された。また BBMP のコンポスト施設においては、コンポストヒープの温

度が 30 度程度と、病原菌の存在が心配された。 
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図 3-9：コンポストヒープ（左）と最終コンポスト 

 

  

図 3-10：コンポストヒープの様子 

 

  

図 3-11：堆肥過程温度（左）と最終コンポスト（右）温度が十分に高くなく、最終コンポ

ストも未熟である 

 

 一部のコンポスト施設では、分別後のプラスチックは転売し、それでも残った残渣はヤシ

殻と混ぜて RDF にし、セメント工場へ燃料として販売している。 
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図 3-12：プラスチック残渣（左）とヤシ殻と混ぜてベイルされた RDF（右） 

 

 

3) バイオガス施設 

民間企業が小規模ながらバイオガス施設を運転している。A 社はホテルからの有機ごみ

を収集、B 社は農業廃棄物だけを対象としてバイオガス施設を運転していたが、徐々に都市

の有機性廃棄物も受け入れ始めた。C 社は Mandur 埋立処分場の南側の敷地でバイオガス施

設を建設する計画であったが、Mandur 処分場が閉鎖となったため現在新しい土地を探して

いる。D 社は、BBMP のコンポスト施設が集まる Kannahalli で 600t/d のバイオガス施設を計

画中であったが、BBMP と Tipping Fee 交渉に行き詰まり、計画は実現しなかった。その他、

調査期間中に 600t/d 規模の WTE 施設導入についてオランダ企業との協力が、400t/d 規模の

WTE 施設建設の覚書がポーランド企業と署名されたとの報道がある。施設の技術が示され

ていないため、暫定的にここで記載する。 

 

表 3-7：バンガロールにおけるバイオガス発電施設の運転、計画、閉鎖状況一覧 

運営機関 
稼動 

開始年 

計画 

能力 
受入量 運転状況 

民間企業（A 社） 2014 250 20 

ホテルからの有機ごみを収集、バイオ

ガス発電を行う。BBMP は土地を提供

し、現在 20t/d 規模で稼働中。 

民間企業（B 社） ND 50 ND 

牛糞のバイオガスプラントとして稼動

を開始し、近年になり都市廃棄物のう

ち有機系廃棄物を受入開始。 

―  65 N/A 5 t/d が 5 箇所。2 箇所が稼動中。 

オランダ企業 N/A 600  

オランダの WTE 協力の覚書がオラン

ダ大使とカルナタカ州政府間で 2015

年に署名された。 

ポーランド企業 N/A 400  

2015 年 12 月、カルナタカ州政府とポ

ーランド企業間で 400t/d の WTE,施設

建設の覚書が署名された。 
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民間企業（C 社） N/A 600  

閉鎖となった Mandur 埋立処分場でバ

イオガス発電を行うことで計画してい

たが、埋立処分場が閉鎖となったた

め、現在 BBMP に代替地を申請中。

BBMP とは 2011 年にコンセッション

契約を締結している。 

民間企業（D 社） N/A 600  

Kannahalli にてバイオガス発電を行う

ことで計画していたが、BBMP との

Tipping Fee 交渉に行き詰まり、計画は

中止 

 

4) 廃棄物発電施設 

 バンガロールにおける廃棄物発電施設は、これまで下記の提案があったものの、A 社によ

るものは経済的な理由により建設途中に中止、野ざらしにされている。B 社のものは住民反

対運動等で実現に至っていない。以下に詳細を示す。 

 

表 3-8：バンガロールにおけるこれまでの廃棄物焼却発電施設提案と現状 

運営機関 
稼動 

開始年 

計画 

受入量 
受入量 運転状況 

民間企業 N/A 1000 N/A 

2008 年にコンセッション契約が付

与。Mandur 処分場敷地内に、ハイデ

ラバードの焼却施設と同様のものを建

設予定であったが、当初の 6 億ルピー

を投資した後、資金繰りに行き詰ま

り、建設途中で放置された。建設途中

の施設はその後雨ざらしとなってい

る。その後 BBMP は今セッション契

約を破棄した。 

民間企業 N/A 
1000 

(14MW) 
N/A 

2012 年に BBMP よりコンセッション

契約が付与。Solur 地区 Gorur 村近隣

に敷地を確保したが、その後激しい住

民反対運動に直面している。カルナタ

カ州裁判所はその後 BBMP に本プロ

ジェクトに対する土地確保命令を下し

た。 

 

図 3-13：建設途中で野ざらしにされた民間企業の廃棄物焼却発電施設 
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3-4  分別と廃棄物の流れ 

(1) 背景 

 バンガロール市では、Bangalore Agenda Task Force（BATF）と協働し、2000 年に、「Swaccha 

Bangalore」という廃棄物に関するパイロットプログラムを実施している。このプログラム

は、回収、運搬、中間処理、最終処理などの廃棄物管理チェーンの分析や課題の特定等によ

り効果的な廃棄物管理の実施を目指したものである。パイロットプロジェクトが評価され、

実施当時は、市内の 25%の範囲であったが、50%まで拡大された。開始から 3 年後の 2003

年には、市内全域で実施され、2005 年に終了した。このプログラムの中でもう一つ取り組

まれたのが、排出源での分別の推進であった。 

 2007 年のバンガロール市の近隣市町村との合併後には、官民パートナーシップ（PPP）を

ベースとした活動を実施していたが、排出源での分別は徹底されず、混合されたゴミが

Mandur と Mavallipura の埋立地において処理された。2012 年に Mavallipura 埋立地は、カル

ナタカ州公害防止委員会により閉鎖が命令され、Mandur 埋め立て地では、住民による反対

が起きた。その結果、約 10,000 トンの廃棄物が街中に散乱し、「ごみ危機」に陥った。これ

らの騒動に関わる裁判において、分別の実施を求める判決が出た。これを受け、バンガロー

ル市は、単に回収・運搬し、埋め立てする廃棄物管理から、排出源における分別と分散型の

廃棄物処理施設の建設を推進しながら、より持続可能な廃棄物管理を推進してきたところ

である。 

 2012 年 9 月にバンガロール市は、この排出源における分別推進のためのガイドラインを

作成した。このガイドラインによりウェットな廃棄物、ドライな廃棄物、庭木などの廃棄物

（Garden Waste）、おむつなどの衛生廃棄物、電池・ランプ・E-waste、薬剤等の家庭系有害

性廃棄物、その他灰やレンガ、ガラス等の（不活性な）廃棄物の６種類の分別を指示してい

る。 
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図 3-14：バンガロールにおける 6 つの分類 

出典：http://www.deccanherald.com/content/279046/bbmp-issues-guidelines-garbage-segregation.html 

 

 しかし、これらの取組みにもかかわらず、現状では排出源での分別がうまくいかず、2015

年 12 月には、カルナタカ州裁判所が、排出源における分別を進めるために全ての廃棄物排

出者に対して、命令を出した。この命令では、ウェットな廃棄物をコンポストまたはメタン

消化ガス化施設において処理することを主な目的としており、ウェットな廃棄物、ドライな

（リサイクル可能な）廃棄物、その他廃棄物の 3 分類を実施することとなった。とはいえ、

分別率は依然として低く、5%未満という推測もある。その結果、回収業者が道端で分別す

ることが実施されている。 

 

(2) ドライな廃棄物の分別・リサイクル・フロー 

 現在、バンガロール市は、ドライな廃棄物（非生物分解性廃棄物）に関しては、Dry Waste 

Collection Centers を市内に設置し、分別を推進している状況である（下表）。 

 

表 3-9：ウェットとドライな廃棄物の種類 

ウェットな廃棄物 

（生物分解性廃棄物） 

ドライな廃棄物 

（非生物分解性廃棄物） 

・野菜や果物 

・食品廃棄物 

・花や庭木 

・紙類：新聞、ノート、ダンボール等 

・プラスチック類：PET ボトル、容器包装プラスチック 

・ガラスと陶器類：ビール瓶 

・金属類：飲料容器、スプレー容器、 

・衣類 

・テトラパック：ジュースやミルク容器 

・ラミネート：ビスケット容器等 

出典：Bruhat Bengaluru Mahanagara Palike (BBMP) 
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 Dry Waste Collection Centres は、バンガロール市内の 198 区に設置される計画で現在まで

に焼く 150 箇所設置されており、バンガロール市や NGO、事業者などの団体が運営するも

のがある。以下に例を示す。 

 

表 3-10：Dry Waste Collection Centre の例 

 
出典：Bruhat Bengaluru Mahanagara Palike (BBMP) 

 

家庭や大量排出者（1 日 10kg 以上排出）から排出される廃棄物は、Pourakarmikas による

戸別回収（D2D）などを通じて収集、または、Waste Picker により収集され、Dry Waste Collection 

Center に持ち込まれ、買い取りされる。ここでの戸別回収は、ドライとウェットを排出源で

分別するキーである。集積されたドライな廃棄物は、さらに、素材ごとに廃棄物買い取り問

屋に売買されることにより、リサイクルされる（図 3-15）。 

一方、Dry Waste Collection Center において、リサイクルが可能な廃棄物を分別する取組が

行われているものの、残渣ならびに利用しないものは最終的に、埋め立て処分されるか、も

しくは収集・運搬されずそのまま市内に取り残される。マテリアルリサイクルに適さないプ

ラスチックもあり、RDF として活用するなどの改善が必要である。図 3-16 に、Dry Waste 

Collection Center において、分別保管されたプラスチックとヤシ殻を示した。 
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図 3-15：バンガロールにおける Dry Waste の流れ 

出典：Bruhat Bengaluru Mahanagara Palike (BBMP) 
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図 3-16：DWCC にて分別保管されるプラスチック残渣（左）、ヤシ殻（右） 

 

(3) ウェットな廃棄物の分別・リサイクル・フロー 

 家庭および大量排出者（1 日 10kg 以上排出）から排出される食品や野菜・果物、花や

庭木などのウェットな廃棄物の一部は、コンポスト施設に輸送されリサイクルされている。 

主要な埋立地（Mandur、Lakshmipura、Bigupura）が閉鎖したために、バンガロール市郊外

に、コンポスト施設やメタン発酵施設を建設することにより、埋立量の削減に取り組んでい

る状況である。RDF 施設がコンポスト施設内に、併設されているものもあり、有機性廃棄

物に混入するプラスチックを圧縮し、ベイル化（RDF）している。コンポストとは別に、有

機性廃棄物をメタン発酵させる発電する施設が稼働しているが、各施設の処理量は 20 トン

/日程度と小規模である。以下にウェットな廃棄物のフローを示す。 

 

 

図 3-17：バンガロールにおける Wet Waste の流れ 

 

No 
dumpsites 
anymore 

Compost and RDF 
FacilitiesHouseholds
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戸別回収や大量排出者からの収集される途中で、良質なドライな廃棄物が取り除かれて

いるが、買い物袋などを筆頭に低品位のプラスチックなどが混入した状況である。より一層

の排出源での分別対策やコンポスト施設における選別が求められる。 

 

 

図 3-18：コンポスト化される有機性廃棄物（左）、ベイル化されるプラスチック残渣

（右） 

 

3-5 BBMPの廃棄物管理体制 

 BBMP は、カルナタカ州政府内の組織である都市開発局（Urban Development Department）

に管理された組織である。BBMP には選挙によって選出されたメンバーからなる政治ウィ

ングと行政ウィングに分けられている。政府ウィングは、1 年に 1 度選出される Mayor が率

い、行政ウィングは中央政府から派遣される Commissioner によって統括される。政府ウィ

ングには、保健衛生委員会があり政策的な方針についてインプットを行う。 

 実際に日々の廃棄物管理サービスを行うのは、Commissioner が統括する行政ウィングの

中の組織である。Commissioner の下には Special Commissioner of Solid Waste Management が

いる。また Special Commissioner の下には Joint Commissioner がおり、Special Commissioner

を組織運営面でサポートする。Special Commissioner を技術面でサポートするのは Chief 

Engineer であるが、ここは現在空席である。 

 バンガロール市の廃棄物管理サービスは、中央事務所とゾーン事務所で役割が明確に分

けられている。中央事務所は主に廃棄物管理全体の計画、財源確保、プロジェクト計画実施、

民間とのコンセッション契約等、計画実施面を担当する。一方でゾーン事務所では日々の収

集運搬業務の管理、どの施設にどの程度のごみを運搬するかの管理を行っている。これら中

央事務所とゾーン事務所は Special Commissioner が統括している。以下に組織図を示す。 

 

 



46 

 

 

図 3-19：BBMP における都市廃棄物管理体制 

 

 

3-6  下水道汚泥の現状と処理計画 

(1) 現状 

 バンガロールにおいて、上下水道はバンガロール上下水道公社（BWSSB：Bangalore Water 

Supply and Sewerage Board）の管轄となっている。水道については、カベリ河上水供給スキ

ーム（Cauvery River Water Supply Scheme ）の下 1450MLD の上水を約 100km 離れたカベリ

河（Cauvery River）から供給されている。人口増加に伴い上下水道のインフラ整備が重要な

課題となってきている。 

 バンガロールにおける下水発生量は 2011 年時点で 1,125MLD と推計されており、2021 年

に 1,464MLD、2036 年に 1,949MLD まで増加することが予想されている。現在 BWSSB の管

轄下に 14 箇所の下水処理施設が存在する。その概要を以下に示す。 

 

表 3-11：バンガロールにおける下水処理施設の概要 

No. プラント名 処理能力(MLD) 処理プロセス 

1) Vrishabhavathi Valley 180 Secondary – Trickling filters 

2) K & C Valley 248 Secondary:Activated sludge process 

3) Hebbal Valley 60 Secondary: Activated sludge process 

4) Madivala 4 Secondary+oxidation ponds + constructed 

wetlands 

Karnataka State Government

Urban 
Development Dpt

BBMP

CommissionerMayor

Special Commissioner 
of SWM

Chief EngineerJoint Commissioner

Zonal Offices Central Office

Council

Health and SW 
Committee

• Planning
• Financing
• Project development
• Signing concession 
• Sorting out any issues and 

concerns

• Collection and transport 
management

• Decide waste management 
facilities to which they 
send the waste

Advise
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5) Kempambudhi 1 Secondary: extended Aeration 

6) Yelahanka 10 Activated sludge process + filtration + 

chlorination (Tertiary) 

7) Mylasandra 75 Secondary – Extended aeration 

8) Nagasandra 20 Secondary -Extended aeration 

9) Jakkur 10 Secondary – UASB + Extended aeration 

10) K. R. Puram 20 Secondary – UASB+Extended aeration 

11) Kadabeesanahalli 50 Secondary - Extended aeration 

12) Rajacanal 40 Secondary - Extended aeration 

13) Cubbon Park 1.5 Membrane Bio Reactor 

14) Lalbagh 1.5 Extended Aeration + Plate Settlers + UV 

disinfection 

合計 721  

※MLD：Million Liters per Day 

出典：Presentation on Status of Water and Sanitation in Bangalore, V.C. Kumar, BWSSM 

( http://icrier.org/pdf/bangalore_status.pdf ) 

 

 

 バンガロールが保有する下水処理施設から下水汚泥の発生量は BWSSB が測定しておら

ずその量は不明である。既存の 14 の下水処理場から発生する汚泥のほぼ全てが施設周辺の

農民によって購入され、肥料として用いられている。汚泥の販売価格はトラック 1 台（約 9

トン）あたり 450 ルピーと非常に安価な価格となっている。K&C valley 処理場においては

下水処理汚泥の一部を発電のために用いられており、60MLD の施設から１MW の発電がお

こなわれ、施設が要する電力の約 50％が賄われている。 

 

(2) 下水処理汚泥の性質 

 本調査において K & C Valley の下水処理プラント（活性汚泥処理）から発生する下水汚泥

の試料を採取し、分析を行った。その結果を以下に示す。 

 

表 3-12：バンガロールの下水処理汚泥の分析結果（※） 

 測定方法 試料（１） 試料（２） 試料（３） 

Calorific value (Kcal/kg) ASTM E711-87 2,549 2,688 2,544 

Cl2  (mg/kg) ASTM E778-87 176 199 81 

S (%) ASTM E775-87 0.26 0.42 0.35 

N (%) ASTM E778-87 3.85 3.8 1.75 

C (%) ASTM E778-87 50.54 49.41 48.52 

H (%) ASTM E778-87 6.21 5.98 7.41 

水分(%) 重量法 87 87.5 87.7 

灰分(%) 重量法 5.6 5.2 5.3 

※2015 年 12 月 2 日に K&C Valley プラントの 3 つの汚泥乾燥ピットから試料を採取し、現地の分析機関に

て分析を実施した結果。分析方法はインドで一般的に用いられている分析法を採用。 

 

http://icrier.org/pdf/bangalore_status.pdf
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(3) 下水処理施設の計画 

 バンガロール地域の下水処理に関するマスタープラン（～2050 年まで）をコンサルタン

ト会社によって現在作成中であり、2016 年に公開される予定となっている。BWSSB の情報

によると合計 520MLD に相当する 6 つの下水処理施設の建設が政府によって許可されてお

り 2019 年にその建設が完成する予定となっている。建設予定の下水処理プラントの概要を

以下に示す。 

 

表 3-13：バンガロールに建設予定の新たな下水処理施設の概要 

 建設予定地 処理能力(MLD) 

1. Vrishabhavathi Valley. 150 

2. Hebbal Valley 100 

3. K&C Valley 150 

4. Bangalore University Valley 60 

5. K.R. Puram 20 

6. Doddabele 40 

合計 520 

 

 

 下水汚泥の処理については、BWSSB は、具体化はしていないが、汚泥処理施設整備を

計画している。加えて、以下で述べるモデル WTE 施設で下水汚泥混焼しようとすれば、汚

泥の輸送コストが非常に大きくなることから、廃棄物 WTE 施設における下水汚泥の混焼に

ついては、現時点では現実的でない。 
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4  将来のバンガロールの廃棄物管理 

4-1  廃棄物管理シナリオ 

(1) 将来の廃棄物発生量 

 将来シナリオを検討するため、10 年後の 2015 年をターゲットに廃棄物発生量の推計を行

う。バンガロールの人口については、2011 年のセンサスを基に、2021 年までの人口予測が

行われている。2011 年に 9.59 百万人が、2021 年に 14.17 百万人と予測されている。2020－

21 年の人口増加率を用いて、2025 年の人口を予測すると、16.59 百万人となる。 

 また、バンガロールの人口一人当たり廃棄物発生量は、0.445 kg/人（2012 年）で、インド

の他の大都市と比較して、最も小さい。インドの大都市の中で、人口一人当たり廃棄物発生

量最も大きいチェンナイでは、0.708 kg/人（2012 年）である 。インドの高い経済成長が見

込まれていることから、2025 年には、人口一人当たり廃棄物発生量が、チェンナイ並みに

なると仮定して、廃棄物発生量を推計する。 

 2025 年の廃棄物発生量は、約 11,700 トン/日になると予測される。 

 

 

図 4-1：2025 年までの廃棄物発生量推計 

 

(2) 廃棄物フローの改善 

1) 中間処理施設の必要性 

 現状（及び近い将来）の廃棄物フローでは、以下の問題がある。 

 

 現状ではコンポストの引取りには問題がないと見られているが、コンポストの質

が低いこと、都市開発の進展により農地が遠くなりコンポストの農地までの輸送
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コストが上昇すること、から、大量に生産されるコンポストが全量引き取られると

は限らない。 

 既に稼動を始めたコンポスト施設で、悪臭に対する住民の反対で稼動を一時停止

する事態が発生しており、コンポスト施設の安定稼動には不安がある。 

 コンポスト施設（＋RDF 施設）で、製品化されずに残る廃棄物が相当量発生する。 

 RDF 施設で製品化された RDF については、水分が高く、発熱量が低いため、引き

取り手であるセメント会社から不満の声がある。 

 DWCCs で引き取られないプラスチックが相当量ある。 

 既存埋立地が閉鎖され、新規埋立地は、現状で具体の計画がない状況であり、現状

はコンポスト施設に併設されている埋立地が使われている。これが満杯になると、

埋立地がなくなる。新規埋立地の確保と埋立処分する廃棄物の大幅な減量が必要

となっている。 

 大量排出者からの廃棄物については、処理状況がきちんと把握されていない。 

 

特に、最終処分場の埋立量と環境負荷を大幅に抑制することが最重要課題であり、そのた

めにも中間処理施設の導入による廃棄物の減量化が喫緊の課題となる。また、中間処理にお

いては、廃棄物の減量化に加え、増大するエネルギー需要への対応及びエネルギー・セキュ

リティのためのエネルギー源の多様化と言う観点から、廃棄物のエネルギー利用が重要な

中間処理施設に係る技術オプションとなる。 

このため、次の考え方で改善を提案する。横浜市で実施されているような、適切な分別回

収・リサイクル、焼却発電や RDF（RPF）等を適切に組合せた処理による埋立処分量の大幅

削減をねらいとし、かつ GHG 削減に貢献する、バンガロール市への適切な廃棄物処理シス

テムを導入する。 

 

2) 施設整備のターゲット（GHG 削減の内容は 4）で記載） 

 既に稼動中の施設の計画能力ベースで、コンポスト施設 4,550 トン/日の処理能力がある

が、能力どおりの受入量があるわけではない。多くの中間処理施設が計画されているが、途

中で中止になっている施設もある。、また、dry waste の分別と DWCC への持込が強化され

れば、DWCC への持ち込み量の増加は期待できる。。将来の廃棄物発生量に、施設計画を定

量的に対応させるには、計画の現実性があいまいなものが多い。 

 このため、今後増加する量、また、中間処理施設、DWCC で発生する残渣を、減量化する

施設が必要であり、これらへの対応を当面のターゲットとして、以下の施設整備を進める。 

 

① RDF 施設の改善：既存 RDF 施設における RDF の水分量が高いという問題に対応する

ため、アップグレードによる水分低下（コンポストの質の改善にもつながる）と、DWCC

に残ったプラスチックの利用により、RDFの質の向上による RDFの供給量拡大を図り、
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これが埋立処分する廃棄物量の削減、RDF を利用するセメント工場での発電量増によ

る温暖化ガス削減となる。アップグレードの方法としては、6-3 に示すように、分離、

脱水、乾燥の工程を加えるものである。 

② 焼却発電（WTE）施設の設置：WTE 施設を建設する。焼却により、埋立処分する廃棄

物量の大幅な減量（95％程度）を図る。さらに、焼却により発生する熱を利用し、発電

を行える。また、残渣は灰であるため、埋立処分時に衛生上の問題を生じない。 

 

3) 施設配置 

 大都市であるバンガロールにおいては、都市圏の広さゆえの輸送コストおよび多様な排

出源ゆえのごみ質・ごみ収集率の違いを考慮すると、大規模処理施設の導入は非現実的であ

り、日本における東京都のような分散型処理施設配置が適切と考えられる。 

 提案として、 

① 良質なプラごみが確保でき、かつ、RDF（RPF）の利用先が近隣に所在するところには、

RDF（RPF）施設を配置。 

② 相当量かつ安定的なごみ排出が期待でき、かつ、近隣環境への配慮が求められるところ

には、WTE 施設を配置。 

③ 既に「安定稼働中」の小規模処理施設（たとえばフリーダムパークやマーケット内に設

置されているバイオガス発電）は、コミュニティベースの処理施設としてそのまま生か

す。 

 

4) GHG 削減 

① RDF 施設の改善：利用先施設（セメント工場を）における RDF（RPF）利用増加による

化石燃料代替割合増加、発電量の増加による GHG 削減。 

② WTE 施設の設置：廃棄物発電により、接続するグリッドの化石燃料使用削減、また、

埋立地に処分される有機物の削減によるメタン発生量の削減。 

③ 埋立地メタン発生量の削減。 

 

5) モデル施設整備による初期対応 

 モデル施設整備により、適切な技術を導入して中間処理施設整備を開始することが重要

である。具体的には以下を提案する。 

① RDF 施設の改善：ラインごとのアップグレードが可能であり、整備費用も高額でない

ことから、モデル RDF 施設として、既存 RDF 施設の設備改善を行う。 

② 焼却発電（WTE）施設の設置：以下の理由から、まずモデル WTE 施設の整備からスタ

ートすべきである。 

・ まず、モデル WTE 施設を設置し、WTE の効果を始めとして WTE への理解を深めるこ

とが重要である。廃棄物の減量、公害防止対策、発電能力など、実施設で、その効果を
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理解できることが重要である。このような確実な導入が拡大の基礎をつくることになる。

また、設計の段階で、バンガロールの状況に合わせた対応を具体化することができる。 

・ バンガロールには、現在 WTE 施設がないことから、運転管理のノウハウ獲得、運転管

理要員の確保の段階が必要である。 

・ デリーの WTE 施設の例では、建設中より住民の反対があり、また電力買取価格の安値

受注とも言われており、問題事例として見られていることから、こうした不安を打ち消

すためにも、上記の対応が重要となる。 

 

 

6) 改善後のフロー 

 上記のような改善を行うことにより、廃棄物のフローは次のようになる。 

 

図 4-2：改善後の廃棄物フロー 

 

 

(3) 改善のステップ 

 この改善には時間と資金が必要であり、次の段階的な改善を提案する。なお、インドと日

本の間の JCM 合意がまだないことから、資金として日本からの JCM 設備補助を考えるに

は、これも考慮する必要がある。 

第 1 段階：モデル RDF 施設の設置 

第 2 段階：モデル WTE 施設の設置 

第 3 段階： RDF 施設、WTE 施設の拡大、関係機関の能力開発等の体制整備、分別の強化・

徹底 

Proposed Waste Flow Improvements

Compost and RDF

Households

Businesses

Biomethanation

Refuse

Sanitary landfill

Material Recycle

WTE Plants

Improved Compost

Improved RDF

MANSEI’s Technology

JFE’s Technology

Ash

Thermal 
Recovery

Farmers

Much less amount of 
waste go to landfill and 

less GHG emission!

Energy production!
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図 4-3：改善のステップ 

 

 

4-2  制度・体制の強化 

4-1 の廃棄物管理シナリオで示したような、段階的に RDF 施設・WTE 施設を導入するに

は、同時に、バンガロール市の廃棄物管理システムを強化する必要があり、制度・体制の強

化のポイントを整理した。 

 

(1) 排出源における分別・収集の強化 

 バンガロール市では、既にドライとウェットでの分類で、排出源での分別に取り組んでい

る。ドライな廃棄物に関しては、Dry Waste Collection Center を建設し、リサイクル可能な廃

棄物を買い取り、リサイクルを推進している。戸別回収は 2001 年から開始し、段階的に拡

大しているが、実施範囲は、40%程度であるため、まだ拡大の余地がある。また、大量排出

者に関しては、Dry Waste Collection Center への処理委託を促し、分別の徹底と適正処理を推

進する必要がある。 

  

(2) コンポストの限界への理解と廃棄物適正処理への意識改革 

 バンガロール市は、ウェットな廃棄物は、基本的に有機性廃棄物であるため、これらを原

料としコンポストやメタン発酵させエネルギー回収を見込んでいる。しかし、現在１日に排

出される廃棄物の量は約 4,500～5,000 トンであり、そのうち 2,500 から 3,500 トンが有機性

廃棄物であると考えられており、今後増える需要に対応するために市郊外にコンポスト施

設を追加で建設予定である。施設の処理規模は、１日 100～500 トン規模の処理が想定され

ているが、現在、稼働中のコンポスト施設では、処理に伴う悪臭等により、近隣住民との摩

擦が起きていることや処理量が増加すれば熟成のために必要なスペースも増加するため、

将来的に大規模のコンポスト施設による廃棄物管理には限界があることを住民に理解して

もらうことが不可欠である。 

同時に、衛生的に適正処理を行いつつ、省スペース化し、埋め立て地の延命を行うためにも

2016 2017 2018 2019 2020-

モデルRDF施設 モデルRDF施設 RDF施設拡大
（建設） （運転）

調査 モデルWTE施設 WTE施設拡大
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モデルWTE施設
（建設）

BBMP体制整備

分別強化
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体
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WTE を段階的に導入する必要があることを啓蒙する必要がある。廃棄物焼却施設は、住民

の反対は根強いが、COP21 で発表されたインドの INDC(約束草案)では、GHG の削減方法の

一つとして、WTE が取り上げられており、今後の廃棄物管理の解決策としての意識改革が

求められている。 

  

(3) 汚染者負担の原則とマニフェストとデータ管理 

2013 年から、1 日に 10kg 以上廃棄物を排出する大量排出者は廃棄物処理業者と契約し、回

収・処理を委託する必要があるが、有価物の中抜きや野焼きや違法投棄なども行われており

適正処理されていない場合がある。これらを防止し、大量排出者に対しては、トレーサビリ

ティとアカウンタビリティを担保する上でも、マニフェストシステムの導入やデータ管理

などの必要がある。汚染者負担の原則の排出量に応じた負担を排出者が担うことにより、排

出量の削減や、マニフェストとデータ管理により不適正な処理業者の撲滅も期待できる。 

 

(4) 拡大生産者責任（EPR）コンセプトの導入 

バンガロール市は、拡大生産者責任（EPR）に対して、大きな期待を寄せ、製品製造業者

による製品の消費後の回収から処理までの責任を求めた EPR を導入したい考えである。具

体的には、リサイクルができないプラスチックや汚れた発泡スチロール、スプレー缶などの

処理できない容器包装に対して、市が租税し、使用を阻止すると同時に、収集した資金を基

にリサイクルパークを建設したい意向である。 

 しかし、EPR が廃棄物処理・リサイクル費用の新しい資金調達方法として考えられてい

る一方、バンガロールにおける拡大生産者責任の導入は、現状ではまだまだ困難である。容

器包装を例にとると、制度的に、容器包装を製造・使用する事業者を特定し、これらを組織

し、容器包装の協会を設置する必要がある。さらに、生産者がどのようにリサイクルや処理

の費用を負担するか、生産者だけでなく消費者、自治体との間の責任の分担をどうするかが

重要な要素である。さらに、システムの監視とモニタリングを実施する必要があり、実際の

処理量のデータなどのデータ管理などが求められる。 
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5  廃棄物発電調査 

5-1  施設・設備に関する調査 

 本章では、第 4 章に示した改善のステップの第 2 段階である、モデル WTE 施設の設置を

具体的に検討する。サイトは設定しない条件での検討である。 

 施設の処理フローを以下に示す。 

 

  図 5-1：モデル WTE 施設の処理フロー 

 

(1) 施設規模 

 大都市であるバンガロールにおいては、都市圏の広さゆえの輸送コストおよび多様な排

出源ゆえのごみ質・ごみ収集率の違いを考慮すると、大規模処理施設の導入は非現実的であ

る。一方、現状の収集ルート、分散型の中間処理施設配置も考慮し、コンポスト施設の規模

を参照し、300 t/d の規模とする。 

 

(2) 施設緒元 

 焼却方式については、以下の理由でストーカ式焼却炉を炉候補とし、検討を行う。また予

備設計の計画諸元を下表に示す。 

 多種のごみ焼却に対応できる。 

 ごみ質変動にも柔軟に対応できる。 

 大形化も容易である。 

 建設、運転実績が多く技術的に完成されている。 

 

表 5-1：ストーカ式焼却炉施設緒元 

項目 予備設計の計画諸元 

処理対象 収集ごみ 

Collected
waste

Reception Disposal

Electoric
Power
Generation

Power Grid

Incineration
Ash

Heat

Power

WTE Plant
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焼却施設規模 
300 t/d 

（300 t/d×1 炉） 

年間稼動日数 310 日 

基準ごみ 

低位発熱量 

8,037kJ/kg 

1,921（kcal/kg） 

ごみ発電容量 6.2MW 

年間売電可能量 33,034MWh/年 

 

(3) 施設概要 

本プラントは、主に受入供給設備、焼却炉設備、排ガス冷却・廃熱回収設備（ボイラ）、

排ガス処理設備、余熱利用設備（発電）、及び、灰出し設備などより構成される。以下に焼

却炉システムフローを、以降に各主要設備の概要を示す。 

 

 

図 5-12：焼却炉システムフロー 

 

1) 受け入れ供給設備 

場内に搬入されたごみは、計量機で計量後ごみピットに貯留される。ごみピットは、搬入

ごみ量の変動や焼却量の変動に対応するために、3 日分以上のごみ量の貯留スペースを確保

している。ごみピットに貯留されたごみは、ごみクレーンによって攪拌・均一化された後に、

ごみ投入ホッパに投入される。 
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2) 焼却炉設備 

① ごみ投入ホッパ・シュート 

ごみ投入ホッパは、投入されたごみがブリッジすることのない広い開口を有する３面垂

直形とし、焼却炉内燃焼ガスの吹き抜け等を防止する十分なごみシール高さを持つシュー

トと組み合せることで、炉内へ円滑にごみを供給する。また、投入されたごみがブリッジし

た場合に備え、ブリッジ解除装置を設けている。 

 

② 給じん装置 

ごみ投入ホッパから投入されたごみは、油圧駆動水平プッシャー式給じん装置によって、

効率的かつ円滑に炉内へ供給される。 この給じん装置によるごみ供給量は、自動燃焼制御

または遠隔操作によって調節・設定される。 

 

③ 燃焼装置（燃焼ストーカ） 

燃焼装置は、可動火格子と固定火格子で構成される。火格子の形式は、ＪＦＥハイパー火

格子で、火格子内部に冷却フィンを持ち、燃焼用空気（一次空気）による冷却効果が高い。

可動火格子の駆動は、油圧式であり、自動燃焼制御または遠隔操作によって速度調節・設定

が行われる。 

また、火格子下部は、乾燥・燃焼用空気を供給するために数区画に分けられ、各区画への

空気供給量は、自動燃焼制御または遠隔操作によってそれぞれ個別に調節・設定される。 

 

④ 焼却炉本体 

本計画の焼却炉には、中間天井を有するＪＦＥの二回流式ストーカ炉を採用する。二回流

式ストーカ炉は、幅広いごみ質に対応できるため、雨季/乾季のごみ質変動が大きく、かつ、

今後の経済成長に伴うごみ発熱量上昇が予想されるインド国向けとして最適である。 

主燃焼室は、ボイラ水冷壁構造であり、廃熱回収の最大化を図っている。炉内側は、すべ

て高耐熱度を有する耐火物で内張りされ、クリンカ付着が発生しやすい個所は、水冷壁構造

あるいは空冷壁構造としている。 

中間天井は、排ガスを主煙道と副煙道とに分流し、再び二次燃焼室（ガス混合室）で合流

させる。その排ガス同士の衝突による乱流混合作用が、完全燃焼を促進し、ダイオキシン類

と窒素酸化物（NOx）を抑制する。また、ごみ層に対して輻射熱を有効に与えることができ

るため、良好な灰質が得られ、最終処分場への環境負荷を大幅に低減させることができる。 
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図 5-23：JFE 二回流式ストーカ炉の構造図 

 

3) 自動燃焼制御（ACC）システム 

従来の自動燃焼制御システム（ACC：Automatic Combustion Control）システムは、ごみ焼

却プロセスより得られる制御量をもとに各操作量の調整を行うフィードバック制御により

燃焼状態の安定性を維持していた。 

しかし、フィードバック制御は長期的な変動には良い応答を見せるものの、短期的・瞬間

的な変動に対しては十分な対応が出来ないという欠点があった。そこでＪＦＥは、従来型の

自動燃焼制御システムにファジィ制御系を取り入れ、短期的な変動にも対応可能な Hybrid 

ACC システムを採用している。 

 

 

図 5-34：JFE Hybrid ACC 概念図   
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4) 排ガス冷却・排熱回収設備 

ボイラは、ごみの燃焼排ガスを冷却するとともに、収熱した熱量を蒸気にかえて廃熱を有

効に利用することを目的として設けられている。本計画では、単胴自然循環型ボイラを採用

する。 

ボイラドラムには、脱気器によって脱気されエコノマイザ（節炭器）で予熱された高温水

が給水され、そのボイラ缶水は、自然循環により降水管を降下して、分配管から加熱管に入

り、そこで加熱され比重差で上昇する。そして再びドラムに戻り気水が分離される。 

ボイラドラムからの高圧の飽和蒸気は、過熱器で過熱された後に、付設する蒸気タービンに

送られ、発電に利用される。 

本ボイラは、給水量・ドラム水位・蒸気発生量による三要素制御方式のため制御性が優れ、

特にごみ質によって変動しやすい焼却炉用ボイラの制御に最適と言える。これらの制御は、

蒸気発生量を設定することにより、自動で行われる。 

ボイラ伝熱管の要所（過熱器・エコノマイザ）には、伝熱管に付着するダスト等を除去する

スートブロワを設置する。 

ボイラの周辺設備及び付属設備として、脱気器、純水装置、ボイラ用薬液注入装置、連続

ブロー装置、及び、缶水モニタリング装置などを設置する。 

 

5) 排ガス処理設備 

① 酸性ガス（HCl：塩化水素、SOx：硫黄酸化物、HF：フッ化水素）除去装置 

本計画では、粉末消石灰をろ過式集じん器前の煙道に圧送・噴射する乾式処理を採用し、

消石灰サイロ、消石灰定量供給装置、噴射ブロワ等より構成される。 

反応生成物の塩化カルシウム〔CaCl2〕、硫酸カルシウム〔CaSO4〕等は、粉末状でろ過式

集じん器により捕集される。 

 

② ダイオキシン類除去装置 

本計画では、上記の酸性ガス除去用の粉末消石灰と共に粉末活性炭をろ過式集じん器前

の煙道に圧送・噴射する乾式処理を採用する。噴射された粉末活性炭は、排ガス中のガス状

ダイオキシン類を吸着する。この粉末活性炭と粒状ダイオキシン類をろ過式集じん器によ

って捕集・除去する。 

また、JFE 焼却炉は、前述の二回流構造の効果により、適切な燃焼管理を行うだけでダイ

オキシン類の発生自体を抑制できるため、粉末活性炭使用量の低減に大きく寄与する。 

 

③ ばいじん除去装置 

本計画では、ろ過式集じん器（バグフィルター）を採用し、焼却炉から発生する燃焼排ガ

ス中の飛灰、上記粉末薬剤の反応生成物、及び、粒状ダイオキシン類を排ガス中から除去す
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る。 

ろ過式集じん器のダスト払い落し方式は、パルスジェット式とし、ろ布に付着したダスト

は、一定時間ごとに噴射ノズルから噴射される圧縮空気によって払い落とされる。 

払い落された集じん灰は、集じん器コンベヤにより下部ホッパから排出され、飛灰コンベ

ヤによって、飛灰サイロに搬送される。 

 

④ 窒素酸化物（NOx）除去装置 

本計画の JFE ストーカ炉は、前述の二回流の効果による窒素酸化物（NOx）の炉内還元

（脱硝）反応が大きく作用するため、適切な燃焼管理を行うだけで現状の排出基準を遵守す

ることが可能である。従って、本計画では、本装置の設置は計画していない。 

 

6) 余熱利用設備 

① 蒸気タービン 

ごみ焼却時に発生する廃熱（排ガス）は、ボイラによって蒸気として回収され、その蒸気

によって蒸気タービン・発電機を駆動し、発電を行う。本計画では、抽気復水タービンを採

用し、抽気を脱気器等のプロセス用蒸気として利用する。 

 

② 低圧蒸気復水器 

蒸気タービンで使用された蒸気の全量を冷却・凝縮し、復水とするための設備である。本

計画では、大量の冷却水を必要としない空冷式復水器を採用する。 

 

7) 灰出し設備 

① 主灰 

完全焼却された灰は、主灰シュートより水浴式灰コンベヤに落入し、消火加湿された後、

灰ピットに一時貯留され、定期的にトラックによって最終処分場へ搬出される。 

 

② 飛灰 

 ろ過式集じん器によって捕集され飛灰コンベヤによって搬送された飛灰は、飛灰サイロ

に一時貯留される。本計画では、飛灰は、場内処理無しで粉体輸送用トラックによって場外

搬出（外部無害化処理、あるいは、危険性廃棄物最終処分場搬入）することとしている。 

 

 

 

 

 



61 

 

8) 主要設備仕様 

項目 単位 仕様 

焼却炉設備   

型式 - JFE 二回流式ストーカ焼却炉 

数量 基 1 

能力/基 t/d 300 

排ガス冷却設備   

型式 - 単胴自然循環型ボイラ 

数量 基 1 

常用蒸気圧力（過熱器出口） MPa(G) 4.0 

常用蒸気温度（過熱器出口） deg.C 400 

蒸発量/基（基準ごみ定格運転時） t/h 46 

排ガス処理設備   

酸性ガス除去 - 乾式処理（粉末消石灰噴射） 

ダイオキシン類除去 - 乾式処理（粉末活性炭噴射） 

ばいじん除去 - ろ過式集じん器（バグフィルター) 

窒素酸化物除去 - 燃焼管理 

余熱利用設備   

型式  復水タービン+同期発電機 

数量 基 1 

常用蒸気圧力（タービン入口) MPa(G) 3.8 

常用蒸気温度（タービン入口) deg.C 395 

排気圧力 kPa(A) 25 

蒸気流量（基準ごみ定格運転時) t/h 37 

発電機出力（基準ごみ定格運転時) MW 6.2 

 

9) 環境社会配慮 

 施設を具体化する際に、インドの環境影響評価手続きに従うと共に、金融機関の手続き

（例：JICA 投融資を利用する場合は、JICA 環境社会配慮ガイドライン）に従う。 

 

 

5-2  事業性・経済性に関する調査 

(1) 事業費及び収入源 

 ここで想定される概算事業費と想定される収入源は以下のとおりである。 

 

項目 設定 

概算事業費 

初期投資額 約 63 億円 

事業維持管理・運営費（20 年間） 59 億円（約 3 億円/年） 

想定される収入源 

ごみ処理料金、売電収入 経済財務分析にて算出 
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(2) 経済財務分析 

 ここでは事業採算性の分析が必要となる PPP の場合について、キャッシュフロー分析を

行う。PPP の内容については、5-4 を参照されたい。以下に分析の前提条件と評価結果を示

す。 

表 5-2：キャッシュフロー分析の前提条件と評価結果 

項目 前提条件 

事業主体 日本側企業コンソーシアムとインド側事業主体との共同出資による特別

目的会社（SPC） 

事業内容 バンガロール市における一般廃棄物の焼却による中間処理及びごみ発電

事業 

事業期間 20 年間（2019 年～2038 年）。ただし建設・施設整備・開業準備期間を

除く。 

資本金 約 15 億円（初期投資額の約 24％） 

初期投資額 約 63 億円 

資金調達 JICA 投融資からの直接融資：約 30 億円 

環境省 JCM 補助による補助金：約 25 億円 

 

借入条件 JICA 投融資：15 年償還（5 年据置）、均等分割返済、金利 1.33%(円建) 

環境省 JCM 補助による補助金：グラント資金 

（インドとは JCM 合意がまだであるが、JCM 補助金の活用について検

討を行うことをバンガロール市側にも伝達している。） 

O/M 費 約 59 億円(20 年間) 

設備減価償却 定額法に基づき 20 年で完全償却するものと想定。 

法人税等 再生可能エネルギー事業に対する優遇税制として法人税免税期間 10 年、

海外からの輸入調達に対する関税は免除されるものと想定。 

事業収入 ①売電収入 

・売電単価 7.04 INR/kwh で売却 

・売電量 33,034MWh/年 

②ごみ料金収入 

当該事業の EIRR(自己資本内部収益率)が 18％程度を達成するに必要な料

金を設定。 

 1,100 INR／トン 

Project IRR 及び

Equity IRR 

Project IRR: 17.7% 

Equity IRR: 18.2 

 

 

5-3  JCM事業化に関する調査 

(1) ホスト国、並びにカルナタカ州における GHG排出量 

  ホスト国においては森林環境省が 2010 年 5 月に“India: Greenhouse Gas Inventory 2007”

を発刊している。同書は前回のインベントリー調査が 1994 年に実施されたものであり、政

策決定を行う上での利用も含め、多くの関係者からの情報更新を求める声に対応したもの

である。同書によると調査の結果、インドは米国、中国、EU、ロシアに続く 5 番目の温室

効果ガス排出国であることが確認された一方で、1994 年から 2007 年の間に GDP ベースで

の温室効果ガスを 30%削減しているとしている。同報告書記載内容を以下に要約する。 
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ホスト国における温室効果ガスの発生量は 1,727.71million tCO2。セクター別は以下のと

おり。 

 

表 5-3：セクター別温室効果ガス発生量 

セクター 温室効果ガス発生量(106 tCO2) 占有率 

エネルギー 小計 1,100.06 57.8% 

内 発電 719.31 

内 輸送用燃料 142.02 

内 その他 238.71 

産業 小計 412.55 21.7% 

内 セメント業 129.92 

内 鉄鋼業 117.32 

内 その他 165.31 

農業 334.41 17.6% 

廃棄物 57.73 3.0% 

LULUCF -177.03 - 

計(tCO2 eq) 1,727.71 100% 

 

 また、温室効果ガス種別は以下のとおりである。 

 

表 5-4：温室効果ガス種別発生量 

温室効果ガス 排出量(106 tons) 排出量(106 tCO2eq) % 

二酸化炭素 1,221.76 1,221,76 70.7 

メタン 20.56 431.76 25.0 

亜酸化窒素 0.24 74.40 4.3 

 

 ホスト国が第一次国別報告書にて報告する 1994 年の温室効果ガス発生量は 1,251.95 x 106 

tCO2 であったことから、温室効果ガスの発生量は 13 年間で 652.78 x 106 tCO2、年平均 3.3%増

加している9。下表は 1994 年度と 2007 年度におけるセクター別の温室効果ガス発生量を比較し

たものである。 

 

表 5-5：1994 年度、並びに 2007 年度 セクター別温室効果ガス発生量 

セクター 温室効果ガス発生量(106 tCO2) (%) 増加率 

1994 2007 

ｴﾈﾙｷﾞｰ 発電 355.03(28.4%) 719.31(37.8%) 5.6% 

輸送用燃料 80.28(6.4%) 142.02(7.5%) 4.5% 

家庭 78.89(6.3%) 137.84(7.2%) 4.4% 

その他 78.93(6.3%) 100.87(5.3%) 1.9% 

産業 ｾﾒﾝﾄ業 60.87(4.9%) 129.92(6.8%) 6.0% 

鉄鋼業 90.53(7.2%) 117.32(6.2%) 2.0% 

                                                        
9 LULUCF による温室効果ガス吸収量を除く 
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その他 125.41(10.0%) 165.31(8.7%) 2.2% 

農業 344.48(27.6%) 334.41(17.6%) -0.2% 

廃棄物 23.23 (1.9%) 57.73 (3.0%) 7.3% 

計 1,251.91(100%) 1,904.73(100%) 3.3% 

 

 本調査対象事業予定地があるバンガロール市を州都とする KARNATAKA 州は、2013 年

12 月に同州として初めての気候変動におけるアクション・プランである「KARANATAKA 

ACTION PLAN FOR CLIMATE CHANGE(KAPCC)」を公表している。同報告書に記載される

同州における温室効果ガス排出量(推定値)は 80 x 106 tCO2eq(ホスト国全排出量の 4.6%)、主

要温室効果ガス種別、またセクター別の排出量は以下に示すとおりである。 

 

表 5-6：カルナタカ州における温室効果ガス種別・排出量 

温室効果ガス 発生量(106 tons) 排出量(106 tCO2eq) % 

二酸化炭素 56.0 56.0 73.0 

メタン 0.876 18.4 23.0 

亜酸化窒素 0.009 2.6 3.3 

 

表 5-7：カルナタカ州におけるセクター別・温室効果ガス排出量 

セクター 温室効果ガス発生量(106 tCO2) 占有率(%) 

エネルギー 内 発電 28.72 35.9 

 内 輸送用燃料 8.32 10.4 

 内 その他 5.84 7.3 

産業 18.08 22.6 

農業 16.16 20.2 

廃棄物 2.88 3.6 

計 80.00 100.0 

 

 上記からも本調査対象事業である発電に起因する温室効果ガス排出量の全体に占める割

合が相対的に大きいこと、また発電並びに廃棄物セクターからの温室効果ガス発生量の増

加率が、全体の排出量増加率の平均値を大きく上回っていることが確認される。これはホス

ト国における人口増と経済成長の伴う都市ゴミ発生量の増加に伴うものと推察され、再生

可能エネルギー利用の増加、廃棄物の適正処理によるメタンガス発生量の削減など当該セ

クターにおける更なる削減努力が求められるところである。 

なお、電力規制評議会が公表する年次報告書によると、カルナタカ州における都市ゴミ発

電の潜在性は 135MW、同に対して施設容量 25.50MW が既に割当られている10。一方で、国

家送電網に接続されている廃棄物発電事業は 0 とされている。 

 

                                                        
10 州政府は廃棄物分野の割当は所管行政府からの申請に基づき割当承認を行っている。 
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(2) JCM事業化にかかる検討 

1) 採用技術 

 本事業では廃熱回収ボイラ、タービン、発電機、復水器を含む蒸気・ボイラ水循環設備一

式、発電施設管理用計装器類、焼却炉、排ガス処理施設、排水処理施設、水処理施設、灰処

理施設、燃料前処理施設などから構成される都市ゴミ焼却・発電施設一式を導入する予定で

ある。このうち都市ゴミ焼却の核となる設備と位置付けられる焼却炉については、季節変動

も含めゴミ質の幅が広くなることも想定の上、幅広いゴミ質に対応し得る JFE の二回流式

ストーカ炉を採用する予定である。JFE の二回流式ストーカ炉は幅広いゴミ質への対応に加

え、クリンカ付着を最小化、また完全燃焼促進のための工夫がなされており、ダイオキシン

類、窒素酸化物の発生抑制、高い熱灼減量率などを実現している。 

 JFE 二回流ストーカ炉は、上記に記す環境負荷の少ない運転の実現に加え、従来の自動

制御装置にファジー制御系を加えたハイブリッド自動燃焼制御装置を導入することでより

安定した燃焼を実現している。 

 

 

2) 国際コンソーシアム形成に関する検討 

WTE 事業については、関係者間にて事業化に向けた協議を鋭意継続中であるが、現時点

で具体的にどのような形で事業形成を行うかについては、国際コンソーシアムを形成する

かも含め合意には至っていない。本事業は既述の通り、発電に加え廃棄物処理が事業内容と

なる。発電については、電力法の下、電力の自由化が認められており、KERC で買取価格が

設定されれば電力事業者と電力購入契約と結ぶことになる。廃棄物処理事業については、

BBMP の所管業務となっており、BBMP、または BBMP から許認可を得た事業者などとの

共同事業の運営を行う必要がある。これらも含め今後、関係者間で早急に合意を形成すべく

協議を継続する予定である。 

 

3) MRV 方法論における適格性要件に関する検討 

 本調査で対象とする事業は、BBMP が収集・搬入する生鮮都市ゴミを分別し得られる可燃

物の焼却に伴い発生する熱を利用する発電事業である。2008 年に BBMP が公表している都

市ゴミ管理に関するマスタープランには、埋立て処分場再生の観点から掘り起しゴミ由来

の RDF を燃料利用も検討するとされている。しかしながらバンガロール市においては確認

されているだけでも日量 4000t の都市ゴミが発生している一方で、中間処理施設における処

理容量は、処理業者への割当量が合計で 2,600t に留まっているなど、容量が大幅に不足して

いる。よって本調査対象事業では、専ら生鮮都市ゴミの焼却を主たる目的とする焼却炉の運

営とこれより発生する廃熱を利用し、発電を行う目的で生鮮ゴミ以外の燃料を利用する可

能性は極めて低いと想定される。他方、将来的には中間処理施設が充実、結果、既設埋立て

場の再生、再生のための一方途としての埋立てゴミの掘り起しと掘り起しに伴う掘り起し
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ゴミの RDF 化と燃料利用という可能性もゼロではないため、同可能性も含めた適格性要件

を以下のとおり設定することとした。 

 

表 5-8：適格性要件に関する考察 

 適格性要件 設定理由 

1 本方法論適用対象事業はゴミ処理を目的とする新規建設

を含む焼却施設において都市ゴミ焼却時に発生する未利

用熱を利用する発電事業とする。 

都市ゴミ焼却時に得られる熱

エネルギーにはプラスティッ

ク由来のものが含まれるた

め、焼却がプロジェクトに含

まれる場合、発電に伴う

GHG 排出量が、ホスト国の

グリッド排出係数以上となる

可能性があるため 

2 事業で利用する熱源に掘り起しゴミ由来の可燃物

(RDF,RPF を含む)が含まれる場合には、 

1) 事業者にて掘り起しゴミ由来の可燃物投入量を正確

にモニタリングし得る体制を整備すること 

2) 使用上限量を超過する掘り起しゴミ由来の可燃物の

使用を行わないこと 

3) プラスティック由来のゴミ焼却に伴う温室効果ガス

発生係数(以下＝IPCC2006 年)は以下の通りとする。 

含有炭素量=0.85 

含有炭素に占める化石燃料由来炭素=1.00 

掘り起しゴミ由来の RDF は

発電用熱源確保を目的として

使用されるものであり、同燃

焼に伴う GHG'排出量はプロ

ジェクト排出量と認識される

ため 

3 事業で熱源利用するゴミ焼却施設は生ゴミ換算で容量

300t 以上、施設発電効率 25％以上のものであること 

事業運営における効率性、運

転の適切性、燃焼の安定性が

本方法論の核と判断されるた

め 

4 プロジェクトで焼却施設を建設する場合には、ゴミ焼却

施設の建設計画に追加的に廃熱発電事業が実施されるこ

ととなったこと、またはプロジェクトで利用する廃熱・

熱源となる都市ゴミがプロジェクトが実施されなかった

場合でも、発電を含め廃熱利用を伴わない焼却処分が予

定されていることを証明できること 

本方法論は焼却廃熱を利用す

る発電事業であり、利用され

る熱が排出されているか、将

来において排出されることを

証明する必要があるため 

 

 また、保守性担保のための考察としては、インドにおける電力所管省庁である電力省・

中央電力公社が公表するグリッド排出係数(2010-2011 年)は、Bengalore の位置する南部州

0.84tCO2/MWh、全国 0.90tCO2/MWh である11。本調査対象事業の JCM 事業化に際しては売

電量〉買電量となることを前提に保守性担保の観点から、南部州12の値を適用するものとす

る。 

 

                                                        
11 CO2Baseline Database Ver7.0 2012 / Central Electricity Authority 
12 イ国の国家送電網は地区毎に、北部、東部、西部、東北部、南部に区分されている。

内、北部、東部、西部、東北部を併せたものが NEWNE グリッド、南部が SOUTH グリ

ッドである。SOUTH グリッドはバンガロールの位置する Karnataka 州を含む 6 州をカ

バーしている。 
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4) 排出削減量定量化に関する検討 

■算定方法 

本調査対象事業に関連して対象となる温室効果ガスは以下の通りである。 

 

表 5-9：削減対象とする温室効果ガス 

排出量区分 活動区分 GHG 種 評価･追記 

ﾘﾌｧﾚﾝｽ排出

量 
発電 CO2 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施されない場合に、国家送電網

に接続・給電する電源が、プロジェクトで代

替する電力量を発電した場合に発生する温室

効果ガス 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ排

出量 

ｵﾝｻｲﾄでの化石燃

料利用 
CO2 

発電施設における設備稼働用燃料､補助燃料

利用に伴う温室効果ガス発生量 

 
ｵﾝｻｲﾄでの電力消

費 
CO2 

発電施設におけるグリッド供給電力利用に伴

う温室効果ガス発生量 

 

廃棄物前処理工程

における化石燃料

利用 

CO2 

発電施設の運転に必要な出力を得る目的で行

う廃棄物前処理工程で利用する化石燃料利用

に伴う温室効果ガス発生量 

 
廃棄物前処理工程

における電力利用 
CO2 

発電施設の運転に必要な出力を得る目的で行

う廃棄物前処理工程で利用するグリッド電力

の消費に伴う温室効果ガス発生量 

 

掘り起しゴミ由来

RDF の代替燃料利

用 

CO2 

掘り起しゴミ由来の RDF を代替燃料利用し

て発電を行う場合の燃料燃焼に伴う温室効果

ガス発生量 

 

 リファレンス排出量、プロジェクト排出量は下記算定式により求める。 

 

RE = 𝐸𝐺𝑝 ×  𝐸𝐹𝑔𝑟𝑖𝑑…………………………………………………………………………数式 1 

ここで 

𝑅𝐸𝑝 = 期間 p におけるリファレンス排出量(t CO2) 

𝐸𝐺𝑝 = 期間 p におけるゴミ焼却施設併設型発電施設により 

発電され、且つ国家送電網に供給された電力量(MWh) 

𝐸𝐹𝑔𝑟𝑖𝑑 = グリッド排出係数 (t CO2/MWh)  

 

𝑃𝐸𝑝 = 𝑃𝐸𝑒𝑙𝑒𝑐,𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 + 𝑃𝐸𝐹𝐹,𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 + 𝑃𝐸𝑒𝑙𝑒𝑐,𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 + 𝑃𝐸𝐹𝐹,𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 + 𝑃𝐹𝑎𝑙𝑡,………………数式 2 

ここで 

𝑃𝐸𝑝 = 期間 p におけるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ排出量(t CO2) 

𝑃𝐸𝑒𝑙𝑒𝑐,𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 = 期間 p における発電施設内でのグリッド電力消費に伴い発生する

温室効果ガス排出量(t CO2) 

𝑃𝐸𝐹𝐹,𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 = 期間 p における発電施設内での化石燃料消費に伴い発生 

する温室効果ガス排出量(t CO2) 
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𝑃𝐸𝑒𝑙𝑒𝑐,𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 = 期間 p における一般廃棄物前処理工程でのグリッド電力消費に伴

い発生する温室効果ガス排出量 (t CO2) 

𝑃𝐸𝐹𝐹,𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 = 期間 p における一般廃棄物前処理工程での化石燃料消費 

に伴い発生する温室効果ガス排出量 (t CO2) 

PEFalt,p = 期間 p において発電施設に消費された代替燃料の燃焼に伴い発生

する温室効果ガス排出量(tCO2) 

 

𝑃𝐸𝑒𝑙𝑒𝑐,,𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 =  𝐸𝐿𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 × 𝐸𝐹𝑔𝑟𝑖𝑑 

ここで 

𝐸𝐿𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 = 期間 p における発電施設内電力消費量中、グリッド電力

使用分(MWh) 

𝐸𝐹𝑔𝑟𝑖𝑑 = ホスト国グリッド排出係数(tCO2/MWh) 

 

𝑃𝐸𝐹𝐹,𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 =  𝐹𝐹𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 × 𝑁𝐶𝑉𝐹𝐹𝑖 × 𝐸𝐹𝐹𝐹,𝑖 

ここで 

 

𝐹𝐹𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 = 期間pにおける発電施設内化石燃料消費量(ton) 

𝑁𝐶𝑉𝐹𝐹,𝑖 = 化石燃料 i低位発熱量(Gj/ton) 

𝐸𝐹𝐹𝐹,𝑖 = 化石燃料 i 温室効果ガス排出係数(tCO2/ton) 

 

𝑃𝐸𝑒𝑙𝑒𝑐,,𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 =  𝐸𝐿𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 × 𝐸𝐹𝑔𝑟𝑖𝑑 

ここで 

𝐸𝐿𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 = 期間 p における前処理施設内電力消費量中、グリッド電

力使用分(MWh) 

𝐸𝐹𝑔𝑟𝑖𝑑 = ホスト国グリッド排出係数(tCO2/MWh) 

 

𝑃𝐸𝐹𝐹,𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 =  𝐹𝐹𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 × 𝑁𝐶𝑉𝐹𝐹𝑖 × 𝐸𝐹𝐹𝐹,𝑖 

ここで 

𝐹𝐹𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 = 期間 p における前処理施設内化石燃料消費量(ton) 

𝑁𝐶𝑉𝐹𝐹,𝑖 = 化石燃料 i 低位発熱量(Gj/ton) 

𝐸𝐹𝐹𝐹,𝑖 = 化石燃料 i 温室効果ガス排出係数(tCO2/ton) 

 

𝑃𝐸𝐹𝑎𝑙𝑡,𝑝 =  𝐹𝑎𝑙𝑡,𝑑𝑟𝑦,𝑝 × 𝑇𝐶𝑝𝑙𝑎 × 𝐹𝐶𝐹𝑝𝑙𝑎 × 𝑂𝐹𝑝𝑙𝑎 

ここで 

𝐹𝑎𝑙𝑡,𝑑𝑟𝑦,𝑝, = 期間 p における発電施設内電力消費量(MWh) 

𝑇𝐶𝑝𝑙𝑎 = プラスティック全重量に占める炭素量(%) 
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𝐹𝐶𝐹𝑝𝑙𝑎 = プラスティック中の全炭素量に占める化石燃料由来炭素

含有率(%) 

𝑂𝐹𝑝𝑙𝑎 = 酸化率(%) 

 

 排出削減量は、リファレンス排出量からプロジェクト排出量を減じた量となる。 

 

𝐸𝑅𝑝 = 𝑅𝐸𝑝 − 𝑃𝐸𝑝 …………………………………………………………………………数式 3 

ここで 

𝐸𝑅𝑝 = 期間 p における温室効果ガス削減量(t CO2) 

 

本調査で対象とする事業は、廃棄物燃焼から得られる熱エネルギーによる発電を伴うも

のであり、発電によるグリッド電力の代替からの温室効果ガス削減が期待される。事業実

施後の温室効果ガス排出削減量は発電量を実測することで定量化できる。他方、事業実施

前の試算を行う場合には、上述の通り、焼却施設、並びに同施設に搬入される一般廃棄物

の熱量などを提案書提出時までに入手している資料、並びに提案主体者にて保有するデー

タに基づき試算した値となる。排出削減量試算にあたり、現況からもっとも可能性の高い

と思われる条件は以下のとおりである。 

 

 焼却施設容量：300t/day 

 発電用燃料の低位発熱量: 10,000kj/kg13 

 施設稼働日数 310 日 

 施設発電効率 25% 

 施設内消費電力量 2.0MWh 

 

■リファレンス排出量 

リファレンス排出量、即ちプロジェクトが実施されなかった場合にグリッド供給されて

いたであろう電力の発電に伴う温室効果ガス排出量は上記数式 1 にて定量化される。また

数式 1 で使用する各パラメーターの値は以下のとおりを想定する。 

 

ﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ 単位  備考 

𝐸𝐺ｐ MWh ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ  

𝐸𝐹𝑔𝑟𝑖𝑑 tCO2/MWh ﾃﾞﾌｫﾙﾄ値 ホスト国 DNA 公表値 0.84 (tCO2/MWh) 

 

 発電量については,上記前提条件より年間 65,619MWh、施設内電力消費量 14,880MWh か

らグリッド給電量=50,739MWh と試算される。よって算定式、並びにグリッド排出係数・固

                                                        
13 分別後の可燃物を主とするゴミの低位発熱量推定値 
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有値より、リファレンス排出量は 42,620tCO2/year と試算される。 

 

■プロジェクト排出量算定 

本調査対象プロジェクトは、これまでに検討が進められてきている都市ゴミ焼却炉に追

加的に発電施設を建設するものであることから、都市ゴミ焼却に伴い発生する温室効果ガ

ス活動は、プロジェクトが実施されない場合も発生していたものとする。よってプロジェク

ト実施に伴うプロジェクト排出量は、発電施設運転で消費される化石燃料、並びに電力、ま

た発電施設の運転を円滑に行う目的で熱量などの調整を行う場合には、調整のための前処

理工程で消費される化石燃料、並びに電力から発生する温室効果ガスがプロジェクト排出

量となる。プロジェクト活動における発電に伴う温室効果ガス排出量は上記数式 2 にて算

出される。同算定式に用いるパラメーターの詳細は、以下のとおりである。 

 

パラメーター 単位 値 備考 

𝐸𝐶𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡,𝑝 MWh ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ  

𝐸𝐶𝑝𝑟𝑒−𝑡,𝑝 MWh ﾓﾝﾀﾘﾝｸﾞ  

𝐸𝐹𝑔𝑟𝑖𝑑 tCO2/MWh ﾃﾞﾌｫﾙﾄ値 ホスト国 DNA 公表値 0.84  

𝐹𝐹𝑎𝑢𝑥,𝑖,𝑝 L ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ  

𝐹𝐹𝑝𝑟𝑒−𝑡,,𝑖,𝑝 L ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ  

𝑁𝐶𝑉𝐹𝐹𝑖  GJ/t ﾃﾞﾌｫﾙﾄ値 i=軽油 (43.3) 

IPPC デフォルト値 

𝐸𝐹𝐹𝐹𝑖  tCO2/GJ ﾃﾞﾌｫﾙﾄ値 i=軽油 (0.0748) 

IPPC デフォルト上限値 

𝑇𝐶𝑝𝑙𝑎 % ﾃﾞﾌｫﾙﾄ値 IPCC デフォルト値(85) 

𝐹𝐶𝐹𝑝𝑙𝑎 % ﾃﾞﾌｫﾙﾄ値 IPCC デフォルト値(100) 

𝑂𝐹𝑝𝑙𝑎 % ﾃﾞﾌｫﾙﾄ値 IPCC デフォルト値(100) 

 

 

なお、電力については、発電施設の停止期間を除き、プラント・前処理を含む全てに、プ

ロジェクトで発電する電力を利用する。よって発電施設におけるグリッド電力消費量は、発

電施設運転休止期間中における保守保全業務、並びに事務所棟など消費電力量のみとなる。

補助燃料については、発電施設運転停止期間時で且つ停電時の非常用自家発電機の運転に

伴う化石燃料の消費が想定される。グリッド電力、並びに化石燃料の消費量については、事

業実施後はモニタリングモニタリングを通じて実値を計測、実測値に基づき、排出量を算定

するが、現時点で試算値は発電所の運転を停止する 55 日間で保守保全業務に使用する電力

量も含め、年間 100MWh 程度と試算している。 

 

(3) 排出削減量 

 上記に記載するリファレンス排出量推定値、並びにプロジェクト排出量推定値より、年間

の温室効果ガス排出削減量は 42,536tCO2/年と算定される。 
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(4) MRV 

  MRV は事業主体が本事業運営のため別途設立すると考えられる特別目的会社の担当各

部署が日常業務の一環としてモニタリング活動を行ない、且つ認証のための報告書を作成

する。報告書は内部でクロスチェックを行った上で、役員会の承認を得て、第三者機関に認

証を依頼する。 

 

1) 実施体制 

 本調査対象事業で想定される MRV 実施体制図は以下の通りである。 

 

 

 

2) モニタリング方法 

 モニタリングから第三者機関による認証、合同委員会への報告書提出までの業務として

以下を想定している。 

 

 発電所の稼働を管理するエンジニアリング部門の担当者が、日常業務の一環として、1)

売買電量、2)RDF 消費量、3)補助電力・燃料消費量をモニタリング、実値を所定の書式

に記録する。 

 書式は毎日、同部門の長による確認の後、所定のファイルに保管、定期的に管理部門に

提出される。 

 管理部門では、経理部門、RDF 購買部門から提出を受ける帳簿と照合を行い、且つ書

式の電子ファイル化を行う。 

 モニタリング期間を通じて蓄積されたモニタリング・データはプロジェクト設計書に

記載されるスプレッド・シートに転記され、プロジェクトの総責任者である取締役に報

取締役会 経理部門 

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部門 購買部門 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ責任者 QA/QC(確証照合) 

管理部門 

ｸﾛｽ･ﾁｪｯｸ 

第三者検証機関等 

報告書作成 

記録提出 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ所管部門 II 

+ RDF 調達管理･記録作成･ 

保管 

有効化審査･検証 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ所管部門 I 

+ 売電記録作成･保管 

+ 電力･補助燃料消費量記録･ 

保管 
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告書の形で提出される。 

 取締役会は報告書を第三者機関に提出し、認証依頼を行う。 

上述する業務フローにおける関連各部門の役割を計測、記録、QA/QC の観点でまとめる

と以下の通りとなる。 

 

表 5-10：モニタリングに関する役割及び QA/QC 

パラメーター 計測、及び記録 QA/QC 

グリッドへの電力供給

量 

 エンジニアリング部門が所

定の頻度で実値を確認し所

定の書式に記録 

 管理部門がデータを電子

化、及び原紙を保管・管理 

 管理部門が報告書を作成、

事業責任者の承認を得て第

三者機関に認証業務を依頼 

電力公社などに発行する請求

書と照合 

RDF 消費量 RDF 供給会社から受取る納品

書と請求書との照合 

グリッドからの電力購

入量 

電力会社などからの電気代請

求書と照合 

自家発電使用などによ

る化石燃料消費量 

燃料販売会社から受取る納品

書・請求書、及び燃料タンク

残量と照合 

 

3) モニタリング機器 

 JCM 制度の規定に基づき排出削減量の 5%以内の誤差となる測定値を測定し得る機器を

選定、設置すると共に、定期的に校正を実施することで正確性の担保に努めるものとする。 

 

5-4  事業計画検討 

(1) 事業主体の検討 

 BBMP は建設予算が確保できず、（カルナタカ州政府の考えは今後確認）、主に資金面か

ら、基本計画のオプションを 2 案設定し、それぞれのメリット、デメリットを下表のように

比較した。JCM 設備補助についてのインド内手続きについては、現在は JCM 合意がないた

め、ここでは想定しない。 

 

 オプション１：公共事業形式―州政府の資金＋JCM 設備補助 

州政府資金については、投資額が大きいため、州政府から中央政府に対し、プロジ

ェクトの FS 報告書とともに、資金申請を行う。近年のコンポスト施設整備は、州政

府資金により KUIDFC が整備を行ったものである。 

 オプション２：PPP―日本とインドのパートナー形成による資金＋JCM 設備補助 

日本とインドのパートナー形成による資金は、パートナーが未定であるため、自己

資金ではなく、JICA 投融資資金を想定する。 
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 オプション１ オプション２ 

メリット ・中央政府からの Grant が得られ

る 

・調査者がパートナーとなれば、仕様に

調査結果が反映できる。 

デメリット ・中央政府の承認が得られる不明

瞭である。 

・原則競争入札となり、日本政府

設備補助を目指すコンソーシアム

が落札できない場合がある。 

・資金調達コストが大きい。 

・インド側パートナーの選定が容易でな

い。 

・JICA 投融資の審査期間が不明確であ

る。 

 

(2) オプション 2（PPP）の場合の検討事項 

1) SPC の設立に係る合意文書 

当事業の実施主体となる SPC の設立に際しては、日本側及びインド側の参加主体間で、

以下の内容について、明確かつ具体的な合意を結んだ文書の締結が必要となる。 

 SPC の業務及び各参加主体の役割・責任に係る事項 

 SPC の組織・体制に関する事項 

 資本金、資金調達、収入配分等に関する事項 

 会社定款に係る事項 

 事業運営に関する事項（SPC による PC、O/M 契約等に係る規定を含む。） 

 仲裁に関する事項 

 その他関係者間での合意が必要な事項 

2) バンガロール市と SPC 間の「一般廃棄物処理サービス契約」 

当事業における事業収入を担保する上で、最も重要な契約となるのが、バンガロール市と

SPC の間で締結される「一般廃棄物処理サービス契約」である。この契約では、主に以下の

事項について明確かつ具体的な合意を結び、プロジェクト実施期間中の事業収入を担保し

なければならない。 

 契約に係る基本事項（契約主体、契約期間等） 

 受入廃棄物の量・質条件に係る事項（最低保証量、質基準、評価方法、基準が充たさ

れなかった場合の措置等に係る合意） 

 廃棄物処理費用単価（Tipping fee）に関する事項（処理単価の算定方式、処理単価等

に係る合意） 

 処理費用の支払い方法に関する事項（支払通貨、支払方法、支払時期等の合意） 

 SPC が提供するサービス基準に関する事項（処理方法、処理規模、処理水準、処理残

渣の取り扱い等に係る合意） 

 バンガロール市及び SPC が果たすべき役割と義務 

 契約違反・不履行時の措置 

 事業の清算（契約期間中あるいは契約期間満了後）方法について 

 紛争処理に係る事項 

 



74 

 

3) バンガロール配電会社（BESCOM）と SPC 間の「電力購入契約（PPA）」 

当事業において想定されているもう一つの収入源である「売電収入」を担保する上で重要

となるのが、SPC とバンガロール配電会社との間で締結される「電力購入契約（PPA）」で

ある。この契約では、主に以下の事項について明確かつ具体的な合意を結び、プロジェクト

実施期間中の事業収入を担保しなければならない。 

 契約に係る基本事項（契約主体、契約期間等） 

 SPC が運営する発電施設と系統電源（Grid Electricity）との系統連携条件に係る規定

（電力供給条件、系統連係施設・設備の整備に係る両者の役割・責任・費用分担等に

係る合意） 

 売電単価に関する事項（売電単価及び支払額の算定方式、売電単価等に係る合意） 

 売電料金の支払い方法に関する事項（支払通貨、支払方法、支払時期等の合意） 

 電力公社及び SPC が果たすべき役割と義務 

 契約違反・不履行時の措置 

 事業の清算（契約期間中あるいは契約期間満了後）方法について 

 紛争処理に係る事項 

 

4) JCM 事業補助に係る環境省との契約合意文書 

環境省が現在展開しようとしている JCM 事業補助を受ける際には、環境省の要求事項に

従い、契約合意文書を結ぶことが必要となる。また、事業補助を受ける SPC は、契約内容

に基づき、当該事業の実施によって達成される GHG 排出削減量を、関係機関から承認を受

けた方法論（MRV 方法論）に基づき、測定、報告、第三者承認を受けて登録し、その削減

量を、環境省を通じて、日本政府に譲渡することが条件となる。 

上記の契約が明確かつ具体的なものとなり、それに基づき、当事業の採算性及び持続性が、

契約の確実な実行に基づき担保されることを前提に JICA 投融資をベースとする事業化への

手続きを進めることが可能となる。 
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6  RDF調査 

6-1 基礎情報・一般情報収集 

(1) ごみ組成分析 

1) 概要 

一般に、セメント会社に納入されている RDF の品質は、高含水率で熱量が低く、高塩素

濃度のため石炭代替燃料として適していないと言われている。主な RDF 原料調達現場はコ

ンポストサイト並びに DWCC との情報をもとに、現地にて状況を視察した（事前調査なら

びに第一回調査）。コンポストサイトの廃棄物については目視でも含水率が高いことが確認

できたが、サイトによって若干の差を認めることができ、最も RDF 製造に適したサイトを

選定するには詳細なデータが必要であると判断した。また DWCC の廃棄物は高いポテンシ

ャルを有していることが確認できたが、塩素濃度等の不確定要素の分析が必要であること

から、コンポストサイトの廃棄物と DWCC の廃棄物を混合調整も視野に入れつつ、分析を

実施することとした。 

 

2) 調査方法 

① 調査サイト 

BBMP の計画では市内に 7 か所の大規模コンポストサイトが設置されることになってい

るが、その中で稼働し一定量を処理できているのは 2015 年 12 月時点で以下の 5 サイトの

みであるため、コンポストサイト 5 箇所でサンプリングを行った。 

 

表 6-1：サンプリングを行ったバンガロール市内および近郊に位置するコンポストサイト 

サイト名 運営会社 処理量 備考 

民間コンポスト施

設 

民間企業 1000t→600t 

混合廃棄物 

住民反対により計画量に満たず。 

手選別を行っている。 

バンガロール市北部に位置する。 

Doddabidarakallu UPL 200t→123t 

分別廃棄物 

試運転段階のため計画量に満たず。 

バンガロール市西部に位置する。 

Kannahalli IL&FS 500t 

分別廃棄物 

悪臭問題で一時閉鎖したが再開。 

バンガロール市西部に位置する。 

Seegehalli IL&FS 200t～150t 

分別廃棄物 

最も安定しセメント会社に少量ながら

RDF を供給中（30t/週） 

バンガロール市西部に位置する。 

Kudlu KCDC 800t→400t 

混合廃棄物 

選別はトロンメルによって行う。 

バンガロール市南部に位置する。 

＊混合廃棄物＝dry/wet に分別されていない廃棄物 

 

 コンポストサイト以外にも、Dry Waste Collection Center（DWCCs）という再資源化施設が

ある。DWCCs は、家庭や事業所の乾いた廃棄物からの有価物回収・集積、売却のための一

次蔵置、品目別選別、輸送による中継地といった昨日を持つ一種の再資源化施設である。

DWCCs には多くのプラスチック残渣が山積みとなっているため、市内の DWCCs のうち 10
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箇所からサンプリングを行った。（南エリア４か所（地図中①～④）＝中上流階級居住エリ

ア、西エリア 2 か所（地図中⑤、⑥）＝商業エリア、北エリア 1 か所（地図中⑦）＝上流階

級居住エリア（主に IT 関係）、北東エリア 1 か所（地図中⑧）＝ダウンタウンエリア、東エ

リア 2 か所（地図中⑨、⑩）＝工業団地、中流階級居住エリア） 

 

図 6-1：サンプリングを行った DWCCs の位置 

 

② サンプリング 

 a. 対象物 

 コンポストサイトの調査では、堆肥化プロセスの RDF 品質に与える影響を調査し、堆肥

化プロセス改善点を検討するため、コンポスト工程の異なる 2 箇所からサンプリングした。

すなわち、サイトに受け入れられた混合廃棄物が、トロンメル（もしくは手選別）にて分別

されて有機性廃棄物から取り除かれた廃棄物を Fresh Plastic Waste としてサンプリングする

と共に、分別後堆肥化プロセスを経たのち取り除かれた廃棄物を Final Plastic Waste として

サンプリングを行った（下図）。DWCCs では集められた品物のうちマテリアルリサイクル

に利用されず、排気されるプラスチック残渣を RDF 品質改善のための原料として氏要する

ことを念頭にサンプリングを行った。 

①JP Nagar 

②Jaya Nagar 
③Yediyur 

④Jayadeve 

⑤Malleshwaram 

⑥Mahalakshmi 

⑦Hebbal 

⑧Ramamurthy 

⑨Domlur 

⑩HAL 
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図 6-2：サンプリングにおける Fresh plastic waste と Final plastic waste 

 

 DWCCs では、集められた品物のうちマテリアルリサイクルに利用されず、廃棄されるプ

ラスチック残渣を RDF 原料として使用することを念頭にサンプリングを行った。 

 

 b. 方法 

 2015 年 11 月 30 日～12 月 2 日にかけて以下の手順にてサンプリングを行った。 

I. 対象となる堆積物から採取可能な限り多様な廃棄物を焼く 10kg 採取。 Ⅰ  対 象

となる堆積物から採取可能な限り多様な廃棄物を約 10kg 採取。その際堆積物も同じ

ポイントではなく、場所を変えながら採取。 

II. 廃棄物を種類ごとに分ける。主なものは以下の通り。 

・プラスチック類（塩ビ含む） 

・紙類（段ボール類、アルミ箔類等も含む） 

・布類（ひも、糸等も含む） 

・その他（処理工程でリジェクト品として出るもの） 

III. ハサミで上記の廃棄物を 5 ㎝四方以下に裁断し、よく混合 

IV. 混合したものからランダムにピックアップし約 150 グラム×10 回をビニール袋

に格納 

V. 上記Ⅰ～Ⅳを 3 回繰り返し、ビニール袋に約 5 ㎏格納 
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図 6-3：コンポスト施設におけるサンプル対象物（左）と DWCC におけるサンプル対象物 

 

 サンプル採取後、以下の項目について分析を行った。 

 

表 6-2：分析項目と方法 

分析項目 分析方法 単位 

Calorific Value 発熱量 ASTM E711-87(2004) Kcal/kg 

Chlorin as CL2 塩素 ASTM E778-87 mg/kg 

Total Sulfur as S 硫黄 ASTM E778-87 % 

Nitrogen as N 窒素 ASTM E778-87 % 

Carbon as C 炭素 ASTM E778-87 % 

Hydrogen as H 水素 ASTM E778-87 % 

Moisture 含水率 Gravimetric method % 

Ash Content 灰分 Gravimetric method % 

 

③ 調査結果 

 コンポストサイトで採取したサンプルのうち、堆肥化過程を経た物（Final plastic waste）

は含水率が高まっており、発熱量が小さくなるものの、有機性廃棄物が含まれていても一定

の発熱量があることがわかった。 

Doddabidarakallu における Final plastic waste サンプルは含水率が高い。これは、堆肥化の

過程で液体状の微生物資材を添加し、その上 RDF を製造する際に乾いていないココナッツ

の殻を粉砕したものを加えるためと思われる。本調査では、Kannahalli コンポスト施設での

サンプルが最も RDF 製造に最適であることがわかった。 

以下にコンポストサイトで採取したプラスチックの含水率と発熱量の結果を示す。 
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図 6-4：コンポストサイトで採取したプラスチック残渣の含水率及び発熱量 

 

 一方、DWCCs で採取したプラスチック残渣の発熱量をみると、良質な乾燥廃棄物は市南

部の DWCC に集まっている傾向がみられた。含水率の高いものは雨ざらしになっているも

のが多く、雨水を防ぐことで全体の質は上がるものと考えられる。 

 

図 6-5：DWCC で採取したプラスチック残渣の含水率及び発熱量 
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化学分析の結果を以下に示す。コンポスト施設、DWCC いずれの場合も炭素量、塩素濃

度の面で RDF として使用可能な範囲内である。 

 

表 6-3：コンポスト施設からの採取したサンプルの化学分析結果 

 
Cl2 

(mg/kg) 
S (%) N (%) C (%) H (%) 

Ash Content 

(%) 

民間ｺﾝﾎﾟｽﾄ施設

fresh 
233 BDL(DL:0.01) 0.29 74.69 12.56 11.3 

民間ｺﾝﾎﾟｽﾄ施設 

final 
311 BDL(DL:0.01) 0.18 70.11 12.12 16.9 

Doddabidarakallu 

fresh 
156 BDL(DL:0.01) 0.02 76.94 10.29 11.5 

Doddabidarakallu 

final 
348 BDL(DL:0.01) 0.11 78.71 13.62 6.3 

Kannahalli fresh 118 BDL(DL:0.01) 0.14 81.65 11.41 5 

Kannahalli final 159 BDL(DL:0.01) 0.13 71.21 10.25 16.6 

Seegehalli fresh 241 BDL(DL:0.01) 0.23 76.82 12.44 9.9 

Seegehalli final 233 BDL(DL:0.01) 0.22 66.96 10.81 21.2 

Kudlu fresh 163 BDL(DL:0.01) 0.2 77.56 14.26 7.2 

Kudlu final 1478 BDL(DL:0.01) 0.2 70.45 6.9 21.1 

 

表 6-4：DWCC から採取したサンプルの化学分析結果 

  
Cl2 

(mg/kg) 
S (%) N (%) C (%) H (%) 

Ash Content 

(%) 

JP Nagar 508 BDL(DL:0.01) 0.16 79.81 13.62 5.8 

Jaya Nagar 1361 BDL(DL:0.01) 0.1 80.42 13.71 5.2 

Yedyiur 288 BDL(DL:0.01) 0.18 41.92 11.8 39 

Jayadeve BDL(DL:5.0) BDL(DL:0.01) 0.18 75.96 9.85 13.7 

Malleshwarm 321 BDL(DL:0.01) 0.14 81.14 11.32 6.9 

Mahalakshmi 129 BDL(DL:0.01) 0.17 83.24 14.61 1.6 

Hebbal 283 BDL(DL:0.01) 0.18 80.24 16.51 2.3 

Ramuruty Nagar 204 BDL(DL:0.01) 0.18 80.21 12.6 6.3 

Domlur 288 BDL(DL:0.01) 0.21 61.71 9.48 28.2 

HAL 588 BDL(DL:0.01) 0.16 77.81 11.92 9.7 

 

調査結果から、南部 DWCC からプラスチック残渣を収集し Kannahalli へ運搬、Kannahalli

のコンポスト施設からの残渣と混合して RDF を得るのが、最も品質の高い RDF 製造ルート

であることが推測される。しかしながら DWCC Jaya Nagar で高塩素濃度が検出されている

ため、塩化ビニール等の除去を行う必要がある。また、全てのコンポスト施設、DWCC に

て、雨ざらし状態を避ける等の含水率を下げるための措置が必要である。 
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(2) バンガロール周辺のセメント工場等の配置状況 

 RDF のユーザとなるセメント工場はカルナタカ州には少なく、近隣の州に点在している。

このうち実際に RDF を使用しているのは、工場内にセメントキルンを有している工場のみ

であり、ACC(Holcim グループ)の Wadi 工場と、Zuari Cement(Heidelberg Cement グループ)の

Yarraguntra 工場の 2 か所である。 

 それぞれの位置を下図に示す。Wadi 工場はバンガロールから約 580Km、Yarraguntra 工場

は約 270km 離れており、その輸送方法と輸送コストが事業化検討において大きな課題とな

る。 

 

 

図 6-6：セメント工場の位置  

 

6-2 事業化・マーケティング 

(1) DWCCsの機能、役割 

DWCCs (Dry Waste Collection Centers) は、家庭や事業所から排出される乾いた廃棄物の中

から有価物を取り出し、再資源化するための施設である。BBMP は域内の 198 区全てに 1 ヶ

所設置することを目標としており、現時点では約 150 ヶ所が整備済みである。 

 本施設では、金属類・紙(ダンボール・新聞紙、等)・プラスチック(PET ボトル・その他プ

ラスチック、等)・衣類・ココナッツ等を一般市民から有価物として買取り、それぞれ専門

の回収業者に販売する。売買において生じる値段差が運営者の利益となる。 
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 DWCC は土地の提供と施設整備を BBMP が行い、運営は民間に委託されている。売買の

実績は指定の台帳に記録されており、適宜 BBMP の係官が確認をすることが可能となって

いる。BBMP は再資源化によって埋立てをしている廃棄物総量を減容する事を目指してい

る BBMP が想定する DWCC の運用フローは以下のとおりである。 

 

 

図 6-7：DWCCs の機能図 
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図 6-8：DWCC の様子 

 

(1) 年度毎の廃プラスチックの必要処理量の推定 

 廃棄物全体に占める廃プラスチックの割合は、およそ今回実施したごみ質調査の物理組

成（表 3-3）の 3 ヶ所のサンプリング平均を取るとおよそ 17.2％程度であるため、廃棄物総

量が 4,500t/日の現状では、約 675t/日が発生している。 

 今後、人口の増加につれて、廃棄物総量及び廃プラスチックの量は拡大する事が予想され

る。図 4-1 に示された 2025 年までの廃棄物発生量推計の廃棄物総量を基に、今後も 17.2％

の廃プラが排出されると想定すると、2020 年には、約 1,100t/日の廃プラが発生すると予測

される。 

 

 

図 6-9：バンガロールにおける廃プラスチック発生量の推移予測 

 

(2) 燃料の想定顧客と現状燃料費用、フラフ燃料使用可能性、要求コスト 

 RDF 利用ニーズのある想定顧客として、ACC 社と Zuari Cement 社の 2 社のバンガロール

事務所を訪問し、RDF 調達担当者へヒアリングを行った。 
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 両社とも、自社プラントで使用している石炭代替燃料として RDF の使用を本格的に検討

しており、より品質の良い RDF が得られれば積極的に代替を進める意向を示している。RDF

の品質に関しては、2 社共に現状では主に含水率が高く、低品質で、結果として熱量が思う

ように上がらないとの意見が聴取された。 

 また、含水率を下げる事によって輸送効率も向上させることが出来る事から、本件での課

題は、含水率の調整と言える。 

 

1) ACC 社 

 以下に ACC 社ヒアリングで得られた RDF 利用に関するニーズを示す。 

 Wadi プラントまでおよそ 600km であり輸送コストが課題 

 独自のプロセスである Co-processing facility を導入することで、粗々の分別でも

RDF 利用可能。RDF 利用に意欲的 

 Wadi プラントでは石炭を 2000t/日使用。その他は RDF、スラッジ、紙くず等あわ

せて 300t を利用しており、RDF の量を増やしたい意向 

 バンガロールでの RDF調達先として Seegehalli を検討しており、その理由は IL&FS

社が運営しているため信頼があるためとのこと 

 現状、ハイダラバードからの RDF を使用しているが、カロリー3000、含水率 40％ 

 で満足していない 

 ハイダラバードでの調達価格：輸送費 IDR1300/t、RDF 価格 IDR150/t 

 バンガロールからの輸送費は IDR2500～3000/t を想定している 

 しかし質が高ければバンガロールからも調達したい考え 

 RDF の塩素の問題を気にかけている 

 

2) Zuari Cement 社 

 以下に Zuari Cement 社ヒアリングで得られた RDF 利用に関するニーズを示す。 

 バンガロールからプラントまでの距離は 280km 

 DWCC から 30t/週を買い上げ。発熱量 5,200～5,700 kcal/kg を維持 

 バンガロールの Seegehalli コンポストサイトから RDF を 30t/週購入することを検討

中であるが、ハイダラバード並みに品質は悪い 

 しかし購入には前向き。既に IL&FS、BBMP と３社契約締結済 

 Zuari の目指す品質は発熱量 3,800kcal/kg 以上、含水率 15％以下、密度 2.0 

 輸送費：IDR780/t (密度 0.8 の場合) 

 圧縮及びベール化することで積載効率を上げ、物量が増えても輸送コストを上げな

い方法を希望（密度 1.2~1.3 で荷物が到達することを望む） 

 RDF の品質向上により供給物量が増やせるのであれば、ジョイントベンチャーを作

る意思あり 
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(3) マーケティング、顧客の特定 

 これまでのセメント会社へのヒアリングを通して、セメント会社の RDF 活用意向が高い

ことが明らかとなった。ただし、現状より品質が改善される事が条件となっている。この点

については、RDF 製造過程において含水率を 15％以まで脱水することや、RDF の圧縮率の

向上等、セメント会社の詳細な要求事項の確認や BBMP 及び既存の RDF 製造を担当してい

る会社と協議を行い、最適な形状を検討する必要がある。 

 また、バンガロールからの輸送距離等を考慮した場合の顧客候補としては、現在 RDF 活

用意欲を示している ACC 社と Zuari Cement 社の 2 社が適当である。輸送方法等が改善され

れば、更に遠い工場へも納入可能となるが、現時点での廃プラ発生量は約 675t/日であり、

上記 2 社の需要量（現在燃料の石炭使用量：約 2,000t/日 + 3,000t/日）に達しない。ただし

廃プラスチックの発生量予測では 2020 年には 1,100t/日の廃プラ発生が見込まれていること

から、今後パイロット事業を通じて RDF の品質向上を確かめた後、規模拡大、販売先の追

加を検討する。 

 

(4) 採算性・収益性計算 

 上記セメント会社へのヒアリング、前提条件を設定したコストシミュレーション、品質改

善後の販売可能価格を基に本事業の収益計算を行い、採算性を検討した。以下に前提条件を

示す。 

 

表 6-5：コストシミュレーションのための前提条件 

項目 単位(１サイトあたり) 単位単価 

投入処理量 500t/日 － 

RDF 製造量 100t/日 (含水率；10%、熱量；4,000Kcal/Kg) Rs1,700/t 

稼動日数 310 日 － 

労務費 21 人/シフト x 2 シフト Rs158/人・日 

電力消費量 5,250kwh/日  Rs6/Kmh 

輸送費 10t/台 Rs780/台 

初期投資 5 億円 － 

土地取得 5,000m2 － 

 

 また、以上の前提条件で収益を計算すると以下のとおりとなる。なお、BBMP によれば、

処理業者に対して Tipping Fee が支払われないかわりに、設備投資費用の回収及び減価償却、

土地・建物の建設費用及び借料を支払う必要がないとのことであったため、これらを収益計

算に計上していない。収益計算の結果、RDF の確実な販売が確保されれば、十分な収益を

見込むことが可能であることがわかった。 
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表 6-6：RDF 事業収益計算 

項目 トンあたり 

(Rs) 

年間ベース 

(千 Rs) 

備考 

収入 RDF 売上 1,700 52,700 セメント会社計算式より 

支出 製造原価 844 26,156 上記条件より 

固定費 510 15,810 売上 x 30% 

営業利益 346 10,734  

利益率 20% 20%  

 

(5) ビジネスプラン（概略）の策定 

 バンガロールにおける RDF 事業化にあたっては、以下のような BBMP の施設運営方針を

踏まえて検討する必要がある。 

 

 施設整備は州政府または BBMP が行う 

 使用する機器調達等も州政府または BBMP が行う 

 運営事業者は国際競争入札で決定 

 運営事業者提出された施設及び機器を使用するが、家賃・機器等の減価償却及び使

用量の支払いは発生しない 

 BBMP から処理費用は支払われない 

 施設の運営費は人件費、光熱費、その他資機材費等で RDF や肥料の販売価格が事

業者の収入となる 

 

 上記事業環境の下、本事業を行う場合のビジネススキームとして以下が考えられる。 

 

① 萬世リサイクルシステムズ（以下 MRS）単独 

② 既存コンポスト施設運営事業者（RDF 製造時業者）と MRS との合弁 

③ 上記②にセメント会社をくわえた 3 社共同出資会社設立 

④ 上記③に BBMP を加えた SPC 設立 

 

以下にそれぞれのオプションにおける可能性を検討する。 

 

1) MRS 単独 

 MRS 単独でインド事業を行う場合、かなり厳しい事業環境となる事が予想される。 

 まず、運営会社として BBMP と契約が出来るようにするためには、国際競争入札を通過

しなければならず、カントリーリスク及び地政学的なリスクを伴うと共に、地元企業や現在

の運営会社との協力体制確立等、事業開始までに高いハードルが存在する。事業開始後も住

民運動や労働運動等の影響を直接受ける等が懸念される。既存運営会社との協力体制を考

えた場合、次の合弁事業とする事がより可能性としては高いと考えられる。 
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2) 既存運営会社と MRS の合弁 

 現在、Seegehalli 及び Kannahalli のコンポスト施設を運営している会社は、IL&FS 社であ

る。同社は、インド財閥の一つで、建設・農業・商社等の事業をインドで営んでおり、資本

規模や事業会社としての信頼性は高い。また、これまで当該コンポスト施設を運営しており、

同時に RDF 製造も関わっていることから、品質改善のための設備改良や運営効率化等の提

案は受け入れやすいものと考える。また、既存のビジネスモデルを大きく変更することなく、

改善を進めることが出来る事から、比較的短い時間で事業化を開始することが出来るもの

と想定される。事業運営に関しても既存の販売契約(セメント会社、IL&FS、BBMP の三者

契約)を踏襲することが出来るのがメリットと考える。 

 

3) 既存運営会社・セメント会社・MRS の三社共同事業 

 上記 2)にユーザであるセメント会社を加えたものである。製造した RDF は確実にセメン

ト会社に販売し使用してもらう事が出来る。但し、この場合販売価格とその経費内訳等経営

情報が顧客に全て開示される事になるため、有利な販売価格の設定によって高収益を期待

することは難しい。 

 

4) 既存運営会社・セメント会社・BBMP・MRS の SPC(特別目的会社) 

 上記 3)に BBMP を加えた SPC を設立する案である。これによって、廃棄物の入口から

RDF のユーザ(出口)まで全ての関係者がステークホルダーとして参加する事になるため、材

料の確保と販売及び運営は安定するものと考えられる。その反面、様々な場面でそれぞれの

利害が交錯することとなり、SPC の運営は容易ではないと推測される。 

 以上から、本件実施にあたっての事業形態を考えると、販売先及び価格に自由度があるが

販売先の確保が必要となる 2)と、販売先は確保されるが価格設定の自由が少なく高収益は

期待できない 3)のいずれかとなると考えられる。 

 上記の検討を踏まえて、本事業のビジネスプランを示すと以下の図のようになる。 
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図 6-10：RDF 事業計画 

 

 バンガロールにおいて、共同事業者として想定されるのは以下の会社である。今後パイロ

ット事業を通じて詳細について交渉する予定である。 

 

表 6-7：想定される共同実施者候補 

分野 想定される会社 

施設運営事業者 IL & FS、UPL、KCDC、等 

セメント会社 ACC、Zuari Cement、Bharathi Cement、India Cement、等 

 

 RDF の原料は、コンポスト施設で発生する廃プラを多く含む残渣と DWCC で発生、放置

されている残渣とする。ごみ質調査でも DWCC に放置されている廃棄物も利用可能である

ことがわかった。今後は含水率低減等の品質改善の具体方策を検討する。 

 事業場所については、当面は既存のコンポスト施設にある RDF ラインの機能を向上させ

る事が最も現実的と考えられる。事業形態については、既存企業との合弁を前提に今後交渉

をする。 

 

6-3 施設・設備の設計 

(1) 顧客要求品質の確認 

 セメント会社へのヒアリングから、顧客が要求する品質レベルが概ね明らかとなった。ま

た品質を議論する際にキーとなるのは、含水率と熱量である事もわかった。この 2 つのファ

クターは、RDF を販売するにあたっての販売価格にも大きく影響することから、RDF 製造

時には特に制御が必要となる。 
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表 6-8：セメント会社が要求する RDF 品質レベル 

会社名 要求品質 

ACC 社 >4,000Kcal/Kg、含水率<40% 

Zuari Cement 社 >3,800Kcal/Kg、含水率 15%以下、密度 2.0 

 

(2) RDF（RPF）施設計画概要(規模、能力、ロケーション、箇所数試算、等) 

 セメント会社へのヒアリングで明らかになったように、RDF に求められる品質改善項目

は含水率を下げる事である。脱水処理もしくは乾燥工程を現状の施設に付加することで、改

善を図る事ができる。下図に想定される施設工程フローを示す。 

 

 

図 6-11：RDF（RPF）施設工程フロー 

 

 RDF の品質改善を実現するためのフローを以下に示す。今回品質改善設備を導入するの

は、既存の中間処理施設でコンポスト工程と共用となるため、RDF の品質改善と同時にコ

ンポストの品質改善も同時に図る事によって、コンポスト製造工程で発生しているメタン

ガス等の GHG も微量であるが削減する効果も生むものと考える。具体的にはコンポストの

含水率を低下させることで嫌気性発酵を抑え、好気性に移行することで GHG の総排出量抑

制につながる。 
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図 6-12：RDF 品質改善のためのフロー 

 

 また、脱水処理及び乾燥工程を加えた工程のイメージを下記に示す。搬入から異物除去、

脱水工程を経て、分別工程の後、RDF 製造及びコンポスト製造のそれぞれのラインへと移

動する工程となる。 

 

 

図 6-13：脱水処理及び乾燥工程を加えた工程フローのイメージ 
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 以下に RDF 製造ラインを示す。この工程で、Zuari Cement が要求している含水率 15％以

下となるよう品質を制御することができる。 

 

 

図 6-14：想定される RDF 製造ライン工程 

 

(3) 施設コンセプト・デザイン策定 

 品質改善に関わるプロセス変更に伴う機器配置図は以下のとおりである。 
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(4) 設備コンセプト・デザイン策定 

 含水率低減のために、脱水装置をプロセスに導入する。導入を想定する脱水装置は以下に示すとおりである。 

 

 



 

(5) 輸送計画の検討 

 RDF ユーザにとって品質と共に最大の課題はバンガロールからの輸送距離である。ACC

の Wadi 工場は約 580km、Zuari Cement の Yarraguntra 工場までが約 280km である。この間の

輸送コストが RDF の価格に大きく影響するため、輸送効率の最大化と輸送コストの最小化

を目指して、有効な提案ができることが販売量拡大の大きな鍵となる。同時に輸送効率の最

大化は、必要な荷の単位あたりに対する GHG 排出量削減につながり、インドにとって重要

な技術である。 

 

1) トラック輸送 

 現状はトラック輸送が一般的である。現在の RDF は含水率が高く水分量が多いため、一

般のトラックで輸送する事が難しく、パッカー車等ごみ収集時に使用する車両を手配して

いる。 

 しかしながら含水率を 15％以下にすることによって、一般トラック特にセメント会社の

製品出荷時の車両の帰り荷として RDF を輸送することが可能となることから、輸送コスト

を格段に安くすることが可能となる。また、現在輸送時のベールの密度が 0.3 程度と非常に

低いのだが、これが仮に密度 1.0 まで向上させることが出来れば、輸送効率は 1/3 になるこ

とから更なる輸送コストの削減につながる。 

 

2) 鉄道輸送 

 600km の距離を安価で輸送する事を考えると、トラック輸送ではコストがかかり過ぎる

と考えられる。そこで既存の輸送インフラとして鉄道輸送を提案した。イメージは以下の通

りである。 
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図 6-15：鉄道輸送利用イメージ 

 

 

6-4 その他の事業化のための調査 

(1) 共同事業者または事業会社設立に係る調査 

1) 概要 

 RDF 事業の実現にあたっては、現地企業との共同事業または事業会社設立が必要となる。

そのため本調査では、共同事業者候補として①施設運営事業者と②セメント会社を想定し

た。①施設運営事業者は現状で RDF の製造を行っているか検討をしているコンポスト施設

畝維持業者であり、②セメント会社は RDF の販売先、ユーザとなる。各事業者に対して以

下の項目について調査を行った。なお、①施設運営事業者の設備については、カルナタカ州

政府によって建設・設置されているため、コンポスト施設によって大きな違いはない。その

ため調査の対象としなかった。 

 

 調査内容 

①施設運営事業者 事業内容、状況確認；廃棄物受け入れ、コンポスト製造、RDF 製造 

技術的問題点の有無、RDF 販売状況 

②セメント会社 状況確認；RDF 受け入れ状況、RDF 使用状況 

RDF に対する要望、輸送コスト、その他技術的問題点 
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 施設運営事業者の設備については、カルナタカ州政府によって建設・設置されているため、

コンポスト施設によって大きな違いはない。そのため調査の対象としなかった。 

 

2) 共同事業者 

①施設運営事業者 

a. IL&FS（BBMP コンポスト施設 Seegehalli、Kannahalli 運営） 

 IL＆FS 社の事業領域は農業全般に渡り、大手事業者として評判が高い 

 Seegehalli から RDF を Zuari 社に 30t/週納入中。バンガロール市からセメント会社

へ販売される唯一の RDF となっている 

 両施設とも RDF の製造能力は最大で 6t/h×3 ライン×8H/日≒150t/日 

 RDF の品質上の課題は含水率が現在 50％もあり、RDF としての質、また輸送効率

という点においても改善の必要がある 

 

b. UPL（BBMP コンポスト施設 Doddabidarakallu 運営） 

 ハイデラバードを本拠地とする肥料専門の事業者 

 コンポスト製造に当たっては微生物資材 EM 等を利用しているが、そのためにコン

ポストも RDF も特に水分過多な状態となっている 

 RDF 製造については経験が浅く、まだ販売するには至っていないが、施設に隣接し

て分析用のラボを建設しており、準備を進めている 

 その製造過程からリジェクトされるものによるマテリアルリサイクルにも関心が高

い 

 コンポストの製造過程も含めて特に含水率を中心に改善する余地あり 

 

c. KCDC（Kudlu） 

 カルナタカ州政府によって設立されたコンポスト製造のための企業 

 計画処理量 800t だったが、悪臭等のため住民反対運動が起こり現在は 400t/日で運

営 

 コンポスト製造に特に注力しているが、受け入れ廃棄物量に対して製造されるコ

ンポストが少ない印象を受ける 

 完全ウィンドロー方式によるコンポスト製造 

 RDF を製造するためのベーリングマシーンはなく、施設内に RDF 原料としてリジ

ェクト品が堆積している 
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図 6-16：コンポスト施設製造ライン（左）とコンポストに使用される微生物資材（右） 

 

  

図 6-17：コンポスト途中の山（左）とコンポスト完成品（右） 

 

②セメント会社 

a. ACC Cement（Wadi plant） 

調査日：2016 年 2 月 17 日 

聴取元：Ashish Kumar Mishra (Platform Head of Wadi plant) 

 世界最大のセメント会社 Holcim-Lafarge グループの一員 

 セメント生産量 13,000t/日で世界第二位 

 2015 年の 6 か月間 4700t の RDF をハイデラバード Ramky 社より受け入れていた

が、含水率 40～50%以上、発熱量 3000kcal 以下であったため、受け入れを停止中 

 含水率 20~25%、発熱量 3000kcal 以上であれば RDF の受け入れを行いたい意向 

 目標 RDF 受け入れ量 200t/日 

 輸送については RDF の質が高ければあまり問題としない 

 

b. Zuari Cement（Yerraguntla plant） 

調査日：2016 年 2 月 19 日 
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聴取元：Gopi Ranganathan (Sr. General Manager - Technical)、Y.S. Rao (Sr. Vice President - 

Works) 

 世界第 3 位のセメント会社 Heidelberg Cement グループの一員 

 セメント製造能力最大 16,000t/日 

 現在チェンナイから 40t/日、バンガロール（Seegehalli）から 30t/週の RDF を受け

入れ。ハイデラバードからの受け入れも検討したが、RDF の質が低く断念 

 含水率 10％未満の RDF をターゲットとし、石炭と RDF の併用で 6000kcal をター

ゲット発熱量とする。 

 1000t/日の RDF 受け入れを最終目標とする 

 そのために来年 9 月から稼働するための 300t/日の RDF feeding system を建設中 

 輸送については石炭価格等と比較して検討 

 

  

図 6-18：セメント会社の様子（左）と石灰石採掘場引き込み線路（右） 

 

(2) 事業許認可に係る調査 

 BBMP ならびに KUIDFC へのヒアリングによると、バンガロール市内の廃棄物処理施

設許認可は入札によって与えられる。入札条件は以下のとおり。 

 土地や機械等の初期費用はカルナータカ州政府が負担（施設・設備の準備） 

 オペレーターの国際競争入札による選定（契約期間 5 年） 

 処理費等の支払いなし 

 オペレーション企業は堆肥や RDF 等を生産・販売することによって得られる収入で

ランニングコストをまかなう 

 

 

 

 

州政府 KUIDFC BBMP 施設設備への投資 出資の決定 企業 入札で選定 
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(3) 環境十全性の確保 

環境十全性の確保に当たっては、RDF の 1)製造、2)輸送、3)利用、の 3 段階についてそれ

ぞれ検討を進める必要がある。各工程で排出される有害物質や汚染物ごとに、その排出削減、

再利用、再資源化を念頭に置く。以下に各段階における環境十全性確保方法を詳述する。 

 

1) 製造 

 RDF の製造ラインは、既存のコンポスト施設を改良する形で構築する。したがって施設

それ自体の環境十全性については、前項（２）事業許認可に係る調査の通り、すでにカルナ

タカ州政府の保証を得ている。 

 運用に当たっては、悪臭及び排水が大きな問題となるが、以下のとおり対処する。 

 

表 6-9：製造ラインにおける汚染対策 

 原因 対策 

悪臭 コンポスト製造の際に、有機性廃棄物

の持つ水分や、微生物資材の散布のた

めに高含水率となり、廃棄物が嫌気発

酵。それに伴うメタン等の発生が悪臭

の原因となる。 

RDF の品質を確保するための脱水工程

を間に挟むことで、コンポスト自体の

含水率を 30%前後に抑えることもで

き、悪臭の原因を解消する。 

汚水 食品残渣に含まれる水分それ自体や、

RDF 品質改善のために行った脱水工程

から汚水が発生する。 

汚水をメタン発酵させ施設内の電力供

給に利用する。また発電後の汚水は浄

化設備を通して適正処理し、再利用ま

たは排水する。 

 

2) 輸送 

 RDF の輸送に当たっては RDF そのものの悪臭や、輸送の際に排出される温室効果ガス

（GHG）が問題となる。以下に原因と対策を示す。 

 

 原因 対策 

①悪臭 RDF 自体の含水率が高く、微量ながら

付着している食品残渣等が走行中の悪

臭の原因となる。 

製造工程に石灰の使用を含めた圧縮工

程を含めることで含水率を大幅に下

げ、悪臭の原因となる水分を低減す

る。 

②GHG RDF を輸送する際の荷自体が低密度の

ため、輸送効率が悪く、より多くの

GHG が排出される。 

圧縮工程により RDF の密度を向上。輸

送効率を上げ GHG 削減に寄与する。 

 

3) 利用 

 セメント会社による RDF 利用については、適正利用にかかる技術開発を行っている企業

がインドにはある。ACC を擁する Holcim-Lafarge 社 Co-processing という技術を採用するこ

とで、より効率よく、かつ環境に配慮した RDF 利用を推進している。具体的には、RDF 使
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用の工程をセメント製造工程に組み込みながら、RDF 使用時に発生する排ガス、灰、その

他残渣物の排出ゼロを進めている。これらの技術はすでに標準化されつつあり（世界第二位

の CEMEX 社も同様の技術を研究・開発中）、これらの企業が RDF を今後の主要な燃料と認

めていることから、環境十全性については十分な保証がなされている。 

 

 

6-5 JCM事業化に関する調査 

(1) JCM方法論開発に関する検討 

1) 対象地域における GHG 排出量 

 本調査の RDF 事業によって削減可能な GHG の主な排出源は①RDF の輸送②RDF の石炭

代替利用となっており、現状の GHG 排出量は以下のとおりとなる。 

 

 現行ベースの排出量予測 備考 

①輸送 104.8t/日 輸送量：200t/日 

RDF 密度：0.3 

15t 車（燃料タンク 200ℓ）：45 台/日 

CO2 排出係数：2.62kgCO2/ℓ 

②利用 4704.6t/日 石炭使用料 2000t/日 

ボイラー発生熱：46,724.210MJ 

合計 4809.4t/日  

 

2) 採用技術 

 本事業では 6-3 施設・設備の設計に記載した改善処理工程を導入し、脱水・乾燥させるこ

とで、RDF の含水率を 50%前後の現状から 20～10%まで低減する。また脱水の効果も織り

込みながら圧縮させることで、RDF の密度を現行の 0.3 前後から 1.0 弱を達成する。以上の

工程を経ることで以下 2 点の効果を見込むことができる 

 

 RDF 輸送時における輸送効率向上による GHG 削減 

 高品質 RDF の石炭代替使用による化石燃料使用由来 GHG の削減 

 

3) JCM 事業実現のための関係機関合意形成に関する検討 

 本 RDF 事業調査に係る JCM 事業実現のためには、以下の３つの前提条件が必要となる。 

 

①RDF の原料となる廃プラスチックを主体とした廃棄物の安定供給（BBMP） 

②供給された廃棄物から RDF への安定的な製造・販売（施設運営事業者） 

③製造・販売された RDF の安定的な使用（セメント会社） 

 

したがって、現在 BBMP と施設運営事業者間にて取り交わされている契約と同様に、
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BBMP・セメント会社・施設運営事業者（RDF 製造）の 3 者契約とすることで供給及び使用

を担保する必要がある。 

 本調査ではまだ 3 者間での合意形成はとれていないものの、RDF に対する①処理需要、

②品質改善需要、③安定供給需要、を前述のとおり確認できている。今後 JCM 事業が進捗

するのに当たっては、当該 3 者の需要を結びつけ、廃棄物収集から RDF 使用までの適正な

廃棄物処理フローを構築していかなくてはならない。そのためには高品質 RDF 製造のため

のパイロットプラント等を設置し、事業の実現可能性を推し量る必要がある。 

 

4) 排出削減量定量化に関する検討 

① 排出削減量算定の考え方 

 本調査対象における RDF 事業に関わる温室効果ガス排出削減量算定の考え方は以下のと

おりである。 

 

a. RDF 密度向上に伴う輸送効率改善による CO2 削減 

 RDF 製造ラインでの圧縮工程により現行の密度 0.3 から約 3 倍の密度となり、車両運用

の効率化、減車が図れる。削減量は燃料法の計算式に基づき、以下のように算出。  

＜計算式＞ 

CO2 削減量(Kg-CO2) 

 = (密度 0.3 時の輸送車台数－改善後の輸送車台数)×燃料使用量×CO2 排出係数 

＜前提条件＞ 

15t 車の意燃料タンク容量；200 リットル 

軽油の CO2排出係数；2.62KgCO2/ℓ 

 

b. RDF の石炭代替使用による CO2 削減 

石炭と RDF の比較において、それぞれのカロリー発生の効率性が異なる為、結果として CO2

の発生量に約 20％近くの差が発生している。そのためボイラー発生熱量(MJ)を同一として、

その熱量を発生させるために必要な石炭と RDF の使用量が異なることから、石炭と RDF が

有する固有の CO2 発生量が使用量に応じて減少する。 

＜計算式＞ 

CO2 削減量(Kg-CO2) = 石炭の CO2 発生量 － RDF の CO2 発生量 

＝ 石炭使用量(t) × 石炭の CO2 発生量 － RDF 使用量(t) × RDF の CO2 発生量 

＜詳細な計算式＞ 

ER = (ERc – ERf) ×365 

CVf = 500 × D1 

ERc = CVf ÷ D2  × D3 

ERf = 500 × D4 
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＜前提条件＞ 

ボイラー発生熱量：35,141 MJ (石炭／RDF 共通) 

35,141MJ を発生させる石炭使用量 ：1.547t、同 RDF 使用量 ； 0.989t 

 

 

 

② 削減効果試算 

前項①の算定方法のもと試算した結果は以下の通りである。 

 

RDF 使用量 

輸送による

削減量 

（t/日） 

石炭代替による削

減量 

（t/日） 

合計（t/日） 

年間削減量 

（t/年） 

100t/日 7.86 62.32 70.18 21,755.8 

200t/日 15.72 124.6 140.32 43,499.2 

500t/日 39.3 311.58 350.88 108,772.8 

1,000t/日 78.08 623.16 701.24 217,384.4 

2,000t/日 155.1 1246.3 1401.4 434,434.0 

＊年間稼働日数は 310 日とする 

＊現在セメント会社が想定しているターゲット搬入量は 200t/日であるが、Zuari Cement は 1000t/日を最終

目標に定めており、今後の RDF 使用量拡大を見越して、石炭 2000t と同量を RDF に置き換えたケースま

で試算している 

 

 

(2) MRV実施体制構築に関する調査・検討 

RDF 事業における MRV は、その使用者であるセメント会社が日常業務の一環としてモニ

タリング活動、ならびにその報告を作成する。また、その内容の確認には BBMP が選任し

た監査人を置き、その上で第三者機関による認証を依頼する。 

 

1) 実施体制 

 RDF 事業における MRV 実施体制は以下の通りである。 

文字列 数値 単位 説明

ER 変数 t-CO2/年 総CO2排出削減量

ERc 変数 t-CO2 石炭を使用した際のCO2排出量

ERf 変数 t-CO2 フラフ燃料を使用した際のCO2排出量

CVf
500

(1,000)
MJ

製造したすべてのフラフ燃料を

燃焼した際に得られる熱量

D1 36,542 MJ/t 単位フラフ燃料あたりの発熱量

D2 23,361 MJ/t 石炭1tを燃焼した際の発熱量

D3 3.05 t-CO2/t 石炭の排出係数

D4 2.35 t-CO2/t フラフ燃料の排出係数

－ 365 日 年間設備稼働日数

算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧

http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/files/calc/itiran.pdf
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図 6-19：MRV 実施体制 

 

2) モニタリング方法 

 モニタリングに当たっては以下①～⑦の手順を踏み、MRV の精度を保証する。 

①セメント会社調達部門による、RDF 調達にかかった輸送車の台数、搬入量のモニター 

②セメント会社生産部門による、RDF の石炭代替量のモニター 

③上記①、②のデータを収集し、セメント会社管理部門にて報告書作成 

④セメント会社経理部門と管理部門にて報告書の内部チェック 

⑤セメント会社より BBMP 選任の監査人へ報告書提出 

⑥BBMP 選任の監査人による報告書の監査 

⑦第三者機関による報告書への認証付与 

 

6-6 事業計画案策定 

事業化には、以下に示すような各種実施事項を経る必要がある。 

 

 

 

 
BBMP 選任の監査人 

第三者認証機関 

セメント会社 

調達部門 生産部門 

報告書作成 

RDF 輸送状況モニタリング RDF 使用状況モニタリング 

内部チェック 

報告書監査 

認 証 
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準備段階では、共同事業者を確定、共同事業体を設立し、事業認可を得る必要がある。そ

のためには、需要予測による販売計画を作成し精緻な資金調達計画の下に投融資等の資金

調達を行う必要がある。 

その後、本調査で検討した概略施設整備計画に基づき、施設及び機器の発注・導入を行う。

また同時に顧客へのマーケティングを行い、実需要と把握と販売計画、製造計画等、事業開

始に備えた各種情報収集を行う。 

機器の導入時後は作業者の運転訓練、安全作業のための教育などを実施し、安全操業を実

行するための教育・訓練が必要となる。これらの訓練を踏まえてマスプロダクションレベル

の作業を開始することになる。それらのスケジュールは以下の通りである。 

 

 

図 6-20：想定される事業化スケジュール 

 

 以上のような準備が順調に進み、2017 年から量産が開始された場合の販売物量とその売

上計画を以下に示す。順次複数のセメント会社へ販売が拡大すると共に、施設も需要に対応

するため拡張して行った場合のものである。 
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図 6-21：販売物量と売上計画 
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7  今後に向けて 

 本調査では、バンガロール市の都市廃棄物管理の改善、都市廃棄物起因の温室効果ガス削

減、今後の JCM 事業化に向けて、有用な調査結果が得られた。 

 JCM 事業化の前提となる、日本インド間の合意はまだであり、両国の合意により二国間

文書が署名されることが待たれるところである。 

 二国間文書が署名され、インド国内の JCM 事業についての手続きが示されることにより、

事業の実現が可能となる。 

 それまでの間に、可能であればインド側資金によりモデル事業の実施がを進められるこ

とが望まれる。 

 また、それぞれの関係者に対して、次が望まれる。 

・カルナータカ州政府 廃棄物処理施設の計画的な整備への資金支援またはアレンジメン

ト支援 

・BBMP 

 民間業者の監督を含む適切な廃棄物管理の実行、廃棄物処理施設の適切な運営管理、廃棄

物担当組織強化、 

・民間セクター 

 専門的な知見の提供 

・住民 

 分別への協力、廃棄物処理サービスの監視 
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